
果的な行政運営を進める。
施策目的・

(2)目的 するため、近隣自治体や関係機関、周辺住民との連携を強化します。また、東葛中部地区総合開発事務組合 事業目的
展開方向

が運営しているウイングホール柏斎場の効率的な運営を促進します。また、平成２６年４月から指定管理者
都市間交流について、市としての基本方針を策定する。策定後は、基本方針に沿って、広域連携で行ってい 2019.4～2019.12　広域連携に関し、庁内の取り組み状況を調査する。
る事業を検証していく。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

広域連携に関する取り組み状況調査の実施 想定値 1当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 次期総合計画の開始年度（2022年度）に合わせてスタートできるよう、都市間交流に関する基本方針を策定する。 直接 基本方針策定の進捗率 ％ 0 20

令和 2年度 次期総合計画の開始年度に合わせてスタートできるよう、都市間交流に関する基本方針を策定する。 直接 基本方針策定の進捗率 ％ 60

令和 3年度 次期総合計画の開始年度に合わせてスタートできるよう、都市間交流に関する基本方針を策定する。 － 基本方針策定の進捗率 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

基本方針の策定 0 庁内調査の実施 0 調査結果の検証と方針骨子の検討 0 基本方針の策定 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02
正職員人件費 176 176 176 176 176

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 176 176 176 176 176
(11)単位費用

1.76千円／％ 176千円／回 176
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市民サービスの向上や効率的・効果的な行政運営を進めるため、共通の課題を持つ都市と連携し課題を解決していくこと ●①事前確認での想定どおり
が必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

全国的に人口減少、少子高齢化の傾向は強まっている。各自治体財源が限られている中、市民ニーズは多様化しており、
1市だけで解決できない課題への対応として広域連携は必要である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 広域的な連携に関する業務について、全庁的に調査を実施す

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ることから、主体は市以外ない。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民活動の支援は、各市が各々支援していることから、今後 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り も都市間の交流（市民活動）の支援について検討する必要が ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ある。 ●③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他 現段階では市民参加等の具体的な実績はない。

＜その他の内容＞
都市間交流の基本方針の検討に際しては、市民により行われている都市間の交流（市民活動）の支援のあり方についても
検討する。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 特になし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 特になし ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 20 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

調査のとりまとめをしたが、事業の方向性まで示せなかった。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 10 50
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 176 0 176 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 全庁に広域的な連携事業の実施について調査を実施した

単位 費用単位 ○①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 。

●②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 11.36

％ 10万円 5.68 50

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
各課において広域的な連携事業の実施について調査した結果、各々の課で他市と連携して実施している事業が多くあることから、今後も他市と
の連携事業を継続しながら推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 3 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 都市間交流の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.02 人）
(1)事業概要

(当　初) 176 千円 (うち人件費 176 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 84002 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

手賀沼の浄化、ごみ処理、消防、医療、防災、観光振興、公共交通の利便性向上などの広域的な課題に対応 共通課題を有する都市との課題に対応し、市民サービスの向上と効率的・効



じて、国際性を育む環境づくりを推進するとともに、外国人も暮ら
施策目的・

(2)目的 が実施する講座、展覧会などにより、外国の文化や習慣など、国際理解を深めるための情報を提供します。 事業目的 しやすいまちを実現する。
展開方向

地域の国際化や外国人も暮らしやすいまちの実現に向けて活動している我孫子市国際交流協会（ＡＩＲＡ） ４月　　　　　補助金の交付
が行うイブニングクラス日本語や外国人のための文化講座、国際交流バスツアー、来日外国人ホームステイ ４月～９月　　国際交流スピーチ大会実行委員会への参加
の受け入れ、翻訳・通訳学習会などの事業に対して、補助金を交付する。 当該年度 ４月～１１月　国際交流まつり実行委員会への参加
また、我孫子市国際交流協会と共催し、国際交流スピーチ大会と国際交流まつりを開催する。 執行計画 ９月下旬　　　国際交流スピーチ大会の共催

(3)事業内容 内　　容 １１月下旬～１２月中旬　　国際交流まつりの共催

国際交流イベントの共催 想定値 2当該年度
単位 事業

活動結果指標 実績値 2

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 国際交流協会の活動を支援することにより、在住外国人と市民が主体となって交流を図る。 間接 補助する事業の数 事業 10 10

令和 2年度 国際交流協会の活動を支援することにより、在住外国人と市民が主体となった交流が図られている。 間接 補助する事業の数 事業 10

令和 3年度 国際交流協会の活動を支援することにより、在住外国人と市民が主体となった交流が図られている。 間接 補助する事業の数 事業 10

国際交流スピーチ大会と国際交流まつりについて、我孫子市国際交流協会（AIRA）の独自性がより一層活かされ、自主事業とし
(7)事業実施上の課題と対応 て実施できるような体制を整えていく必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

我孫子市国際交流協会活動補助金 526 我孫子市国際交流協会補助金 526 526 我孫子市国際交流協会補助金 526 我孫子市国際交流協会補助金 526
国際交流スピーチ大会の開催 0 国際交流スピーチ大会の開催 0 0 国際交流スピーチ大会の共催 0 国際交流スピーチ大会の共催 0
国際交流まつりの開催 0 国際交流まつりの開催 0 0 国際交流まつりの共催 0 国際交流まつりの共催 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 526 合　　計 526 526 合　　計 526 合　　計 526
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 526 526 526 526 526

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.16 0.09 0.09 0.14 0.14
正職員人件費 1,408 792 792 1,232 1,232

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,934 1,318 1,318 1,758 1,758
(11)単位費用

967千円／事業 659千円／事業 659
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

外国人も暮らしやすいまちを実現するためには、地域の国際化を担う我孫子市国際交流協会が実施する異文化への理解を ●①事前確認での想定どおり
深めたり、外国人とのコミュニケーション能力や国際感覚を身につけたりするための活動に対し、市が支援していく必要 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市内在住外国人の増加や国際化の推進にともない多文化共生の必要性が高まっていることから、市民が外国語や外国文化
に触れ、相互理解を深める機会の創出や、地域の国際交流活動を支援することが必要である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 我孫子市国際交流協会と共催でスピーチ大会、国際交流まつ

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 りを開催したほか、国際交流バスツアーや異文化理解講座な
□その他 　促進された ど我孫子市国際交流協会の活動を支援することで、市民が外

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 国語や外国文化に触れ、相互理解を深める機会をつくること
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ができた。 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民（我孫子市国際交流協会）が主体となり、事業の企画か 我孫子市国際交流協会が主体となり、スピーチ大会や国際交 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ら実施までを行っている。 流まつり等を企画、実施した。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(事業) 目標値(b)(事業) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(事業) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
10 10 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

我孫子市国際交流協会が実施する国際化推進事業について助成を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 10 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,318 616 1,318 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

31.85

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.76

事業 10万円 0.76 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
引き続き我孫子市国際交流協会と連携して国際交流事業を進めるとともに、市民主体の国際交流活動の支援を行う。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 4 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 国際交流活動への支援 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.09 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,318 千円 (うち人件費 792 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 43101 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第三次国際化推進基本方針

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民や子どもたちの国際性を育むため、国際性豊かなイベントや地域での体験イベント、国際交流団体など 日本や外国の文化や習慣などの理解を通



よう支援を行う。
施策目的・

(2)目的 人向け日本語講座等による日本語能力の向上などを図ります。また、外国人市民が地域活動に参加できるよ 事業目的
展開方向

う、行政や自治会などの活動情報を提供していきます。
地域の国際化や外国人も暮らしやすいまちの実現に向けて活動している我孫子市国際交流協会（ＡＩＲＡ） ４月～３月
に、外国人のために必要な次の支援業務を委託する。 ・外国人のための日本語教室（火曜日に３４回、土曜日に３４回実施）
・日本語教室の開催業務 当該年度 ４月～３月（随時）
・窓口や電話で市内に在住・在勤・在学の外国人からの相談を受ける外国人相談窓口業務 執行計画 ・外国人相談窓口業務・外国語通訳派遣業務・簡易文書翻訳業務

(3)事業内容 内　　容 ・通訳の派遣を行う外国語通訳派遣業務
・簡易文書の翻訳を行う翻訳業務

外国人のための日本語教室開催数 想定値 68当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 62

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 委託事業を実施することにより、外国人市民が安心して日常生活を送れるようになる。 間接 外国人のための日本語教室開催数 回 62 68

令和 2年度 委託事業を実施することにより、外国人市民が安心して日常生活を送れるようになっている。 間接 外国人のための日本語教室開催数 回 68

令和 3年度 委託事業を実施することにより、外国人市民が安心して日常生活を送れるようになっている。 間接 外国人のための日本語教室開催数 回 68

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

在住外国人支援業務委託 1,454 在住外国人支援業務委託 1,454 1,454 在住外国人支援業務委託 1,454 在住外国人支援業務 1,454
（日本語教室託児ボランティア （日本語教室託児ボランティア （日本語教室託児ボランティア （日本語教室託児ボランティア
スタッフ傷害保険料９８千円含む） スタッフ傷害保険料９８千円含む） スタッフ傷害保険料９８千円含む） スタッフ傷害保険料９８千円含む）

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,454 合　　計 1,454 1,454 合　　計 1,454 合　　計 1,454
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,454 1,454 1,454 1,454 1,454

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.17 0.19 0.19 0.22 0.22
正職員人件費 1,496 1,672 1,672 1,936 1,936

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,950 3,126 3,126 3,390 3,390
(11)単位費用

42.14千円／回 45.97千円／回 50.42
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

外国人市民が増えている中、母国語による情報提供や日本語能力の向上など、外国人市民が安心して日常生活を送れるよ ●①事前確認での想定どおり
うな支援が必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市内在住外国人の数は、月により増減があるものの全体的には増加傾向にあり、日常生活に必要な日本語を習得する機会
の提供や生活情報の多言語化などの支援が必要である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市ホームページの多言語対応や生活情報の翻訳、外国人相談

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 などを年間通して行うことで、外国人住民が安心して暮らせ
□その他 　促進された る環境の整備を進めた。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ ■⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる ■⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 日本語教室のボランティア講師や、小さな子供を持つ受講者 外国人のための日本語講座（週２回、火曜日と土曜日実施） ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り のための託児ボランティアは、すべて市民が担っている。 では日本語の講師や託児スタッフを市民ボランティアが担っ ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ている。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
62 68 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、令和２年２月から３月の日本語教室の
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 62 91.18

一部を休講としたため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,126 △176 3,126 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△5.97

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.18

回 10万円 1.98 90.83

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
今後も我孫子市国際交流協会と連携し、市民と外国人が安心して暮らせるまちづくりを進める。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 7 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 在住外国人支援事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.19 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,126 千円 (うち人件費 1,672 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 43201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第三次国際化推進基本方針

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

外国人市民や帰国児童生徒が安心して日常生活を送れるよう、相談窓口や外国語での情報提供の充実、外国 在住外国人が快適に日常生活を送れる



記憶をきちんと次世代に伝えることにより、多くの市民が平
施策目的・

(2)目的 マとした学習事業を実施します。また、まちづくりを担う人材が育つよう、市民の自主的な学習活動を支援 事業目的 和の尊さへの思いを強めてもらうこと。
展開方向

します。
・多くの市民や市民団体と連携しながら、原爆や戦争の記憶をきちんと次の世代に伝え、より多くの市民が 平成31（2019）年4月～平成32（2020）年3月　市民会議の開催、小学校でのリレー講座の実施（小学6年生
平和の尊さについて考える機会となるよう事業を実施する。 対象）
・市内中学生に平和について学んでもらうよう広島・長崎に派遣する。 当該年度 平成31年8月　・長崎市への中学生派遣　・我孫子市平和祈念式典との連携（平和学習の映画などの上映）
・平成27（2015）年度に歴代の派遣中学生などを中心に始まった「平和リレー講座」など、派遣体験をもつ 執行計画 平成31年11月～12月　「平和の集い～我孫子から平和を願う～」の開催

(3)事業内容 内　　容 若い世代に、平和事業により積極的に関わってもらえるような取り組みを検討していく。 平成32（2020）年1月～3月　戦後75年に実施する平和事業の検討（拡大版市民会議の開催）
・平成27（2015）年度に新たに設置した「平和の灯」や「サダコ鶴」などを活用した取り組みも検討してい
く。 平和事業推進市民会議の開催数　 想定値 5当該年度

単位 回
活動結果指標 実績値 5

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 広島（長崎）市に派遣した中学生の発表を聴いてもらうことで、市民が戦争や核兵器の恐ろしさについて考え、平和の尊さへの 間接 派遣中学生発表会の来場者数の増加率（2018年度の来場者数／2019年 ％ 100 100
思いを強めている。 度の来場者数）

令和 2年度 広島（長崎）市に派遣した中学生の発表を聴いてもらうことで、市民が戦争や核兵器の恐ろしさについて考え、平和の尊さへの 間接 派遣中学生発表会の来場者数の増加率（2020年度の来場者数／2021年 ％ 105
思いを強めている。 度の来場者数）

令和 3年度 広島（長崎）市に派遣した中学生の発表を聴いてもらうことで、市民が戦争や核兵器の恐ろしさについて考え、平和の尊さへの 間接 派遣中学生発表会の来場者数の増加率（2022年度の来場者数／2023年 ％ 110
思いを強めている。 度の来場者数）
被爆者の平均年齢は80歳を超えており、若い世代に平和事業に携わってもらう必要性がますます高まっている。そのため、歴代

(7)事業実施上の課題と対応 の派遣中学生などの若い世代が、リレー講座を含め、平和事業により積極的に参加しやすい環境づくりが必要である。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

■市民会議の運営 ■市民会議の運営 ≪戦後75年≫ ■市民会議の運営
　委員報償費 68 　委員報償費（5回） 68 52 ■市民会議の運営 　委員報償費（5回） 68
　視察研修（バス借上・使用料等） 107 　拡大版市民会議委員報償費（2回） 30 10 　委員報償費（5回） 68 　市民会議委員研修 40
■広島平和記念式典への中学生派遣　 　市民会議委員研修 40 0 　拡大版市民会議委員報償費（5回） 75 ■広島平和記念式典への中学生派遣
　旅費（中学生12人、市民委員1人） 917 ■長崎平和祈念式典への中学生派遣 　市民会議委員研修 40 　旅費（中学生12人、市民委員1人） 917
　旅費（教育長、職員3人） 286 　旅費（中学生12人、市民委員1人） 1,572 1,296 ■広島平和記念式典への中学生派遣 　旅費（教育長、職員3人） 286
　保険料（中学生12人、市民委員1人） 7 　旅費（教育長、職員3人） 489 404 　旅費（中学生12人、市民委員1人） 917 　保険料（中学生12人、市民委員1人） 7

実施内容 　消耗品（中学生用帽子の購入） 10 　保険料（中学生12人、市民委員1人） 7 7 　旅費（教育長、職員3人） 286 　消耗品（中学生用帽子）の購入 10
■「平和の集い」の開催 　消耗品（中学生用帽子）の購入 10 10 　保険料（中学生12人、市民委員1人） 7 ■「平和の集い」の開催

(8)施行事項
費　　用 　チラシ・プログラムの作成 30 ■「平和の集い」の開催 　消耗品（中学生用帽子）の購入 10 　チラシ・プログラム作成 30

　出演中学生の食糧費 18 　チラシ・プログラム作成 30 34 ■「平和の集い」の開催 　出演者の食糧費 18
　音響操作業務委託 20 　出演者の食糧費 18 12 　チラシ・プログラム作成 30 　施設・備品資料用 142
　施設・備品使用料 142 　施設・備品使用料 142 154 　出演者の食糧費 18 　講演等の講師報償費 50
　講演等の講師報償費 50   出演者報償費（旅費から流用） 20 20 　施設・備品使用料 142 ■リレー講座の実施
■リレー講座の実施 ■リレー講座の実施 　講演等の講師報償費 50 　消耗品の購入 10
　消耗品の購入 10 　消耗品の購入 10 5 ■リレー講座の実施（消耗品の購入） 10 ■我孫子市平和祈念式典組合せ事業
■我孫子市平和祈念式典組合せ事業 ■我孫子市平和祈念式典組合せ事業 ■我孫子市平和祈念式典組合せ事業 　実施にかかる費用 50
　映像賃借料 50 　消耗品の購入 29 26 　消耗品の購入 100 ■平和首長会議メンバーシップ納付金 2
　消耗品 3 　回収用ボート借上げ 5 5 　回収用ボートの借上げ 5
■平和首長会議メンバーシップ納付金 2 ■平和首業会議メンバーシップ納付金 2 2 ■平和首長会議メンバーシップ納付金 2

予算(決算)額 合　　計 1,720 合　　計 2,472 2,037 合　　計 1,760 合　　計 1,630
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,720 2,472 2,037 1,660 1,630

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 ■受益 □基金 □その他 100 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.67 0.45 0.45 0.65 0.65
正職員人件費 5,896 3,960 3,960 5,720 5,720

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 7,616 6,432 5,997 7,480 7,350
(11)単位費用

1,523.2千円／回 1,286.4千円／回 1,199.4
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

まもなく戦後75年を迎えるが、今も世界の各地で紛争が絶えない状況にある。被爆者の平均年齢はすでに80歳を超えてお ●①事前確認での想定どおり
り、原爆や戦争の記憶を次世代に伝え、平和の尊さを考えていくことが、より一層求められている。平和事業に携わる若 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 者を増やしていくためには、中学生を広島や長崎に派遣して被爆の実相を知ってもらい、その体験を次の世代に伝えてい ○要
   背景は？(事業の必要性) く取り組みを継続していく必要がある。また、様々な視点で平和事業を企画するため、被爆者・大学生・高校生を含む市 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

民会議を実施する必要がある。 戦後75年を迎え戦争や原爆を直接体験した方は年々少なくなっており、若い世代を中心とした平和の取組みがますます重
要となっている。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 被爆者や戦争体験者の高齢化が進む中、市が平和事業推進市

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 民会議の事務局となって市民団体や学校等と連携しながら、
□その他 　促進された 年間を通じて平和事業を実施している。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 事業の企画から実施まで、市民会議で実施しており、会議に 市民活動団体や市内の学校からの推薦者、歴代の派遣中学生 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り は、被爆者、大学生、高校生など幅広い世代が参加している を中心に平和事業推進市民会議を設置し、平和事業を企画、 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 。また、我孫子中学校演劇部や中央学院大学などとも連携し 実施した。令和元年度は新たな取り組みとして、「手賀沼と ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ている。さらに、リレー講座は、歴代の派遣中学生が中心と うろう流し」を一般参加者も含め約70名が参加して実施した ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 なって行っており、大部分が市内に在住している。 。 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

広報の拡充等により、平和の集いへの来場者が増加した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 142 142
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,432 1,184 5,997 93.24
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

被爆地への中学生派遣事業について、平成31（2019）年度の行先は長崎であり、
航空機を利用するため、前年度の旅費よりも増額となる。

15.55

目標値対

様

事業費(e) 計算方法

式

達成状況 ●①目標値以

第

上 ＜目標値以上となっ

３

た理由／目標値以下で

号

あった原因＞
(3)目

事

標値を実現する為に ○

務

②目標値と同程度 主に

事

長崎派遣の旅費（航空

業

券代）が予算額より低

評

かった
単位 費用単位 ●

価

①単年度の指標：目標

表

値×費用単位／事業費

（

対目標値(％) ○要
 

平

  投じる事業費は適

成

正か？ 実績値(h) ○

3

③目標値以下 ため。
○

1

②複数年度の指標：(

年

目標値－現況値)×費

度

用単位／事業費 (h/

）

e)×100 ●不要
 

事

  (目標対費用) 1

業

.55
％ 10万円 2.

コ

37 152.9

３．事

ー

後評価

●現状どおり推

ド

進 ○拡充 ○縮小 ○結合

8

○休止 ○廃止 ○事業手

課

法見直し ○その他(事

コ

業完了など)

評
　
価

評

ー

価コメント 改善策及び

ド

展開方向
歴代の派遣中

0

学生を中心に平和事業

2

に参加意向のある若い

0

世代が、事業の企画や

1

実施により参加できる

会

よう工夫しながら実施

計

する。

種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 平和事業の実施 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.45 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,872 千円 (うち人件費 4,400 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 6,432 千円 (うち人件費 3,960 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 51102 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民の学習活動がまちづくり活動として発展していくよう、市民ニーズの高い社会や地域の課題などをテー 市民や市民団体と連携しながら、原爆や戦争の



通学や日常生活に必要な移動ができるよう、重要な公共交通機関であるＪＲ常磐線の輸
施策目的・

(2)目的 発やＪＲ常磐線の特別快速の我孫子駅停車、快速電車の削減ダイヤの復元、東京駅乗り入れ枠の拡大と東海 事業目的 送力の強化と利便性の向上を図る。
展開方向

道線との相互直通運転などをＪＲ東日本に働きかけ、鉄道の輸送力の強化と利便性の向上を図ります。
我孫子市が構成団体となっている成田線活性化推進協議会や千葉県ＪＲ複線化等促進期成同盟において、常 ＪＲ東日本への要望活動（常磐線特別快速の我孫子駅停車、品川以南の東海道線との直通運転の実現などを
磐線の利便性向上に向けた取り組みを進める。ＪＲ東日本に対しては、常磐線特別快速の我孫子駅停車の実 要望）
現や品川以南の東海道線との直通運転の実現、臨時特急「踊り子号」の運行継続などについて要望していく 当該年度 ・７月～１１月　成田線活性化推進協議会、千葉県ＪＲ線複線化等促進期成同盟などにおいて、ＪＲ東日本
。また、松戸市・柏市・取手市などの沿線自治体とＪＲ東京支社長との意見交換を行う。 執行計画 に対する要望活動を実施する。

(3)事業内容 内　　容 ・天王台駅周辺の市有地について、過去の協定に基づいた土地の整理・譲渡に向け、ＪＲ東日本と協議し、
必要な手続を進める。
ＪＲ東日本への働きかけ回数 想定値 3当該年度

単位 回
活動結果指標 実績値 3

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 通勤・通学者の利便性向上を図る。 直接 要望事業数 項目 3 3

令和 2年度 通勤・通学者の利便性向上が図られている。 直接 要望実績率（要望事業数／要望予定事業数） ％ 100

令和 3年度 通勤・通学者の利便性向上が図られている。 直接 要望実績率（要望事業数／要望予定事業数） ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

ＪＲ東日本への働きかけ 0 ＪＲ東日本への働きかけ 0 0 ＪＲ東日本への働きかけ 0 ＪＲ東日本への働きかけ 0
＊ 天王台周辺土地の分筆 2,100 ＊ 天王台駅施設移転負担金 2,484 1,624

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 2,100 合　　計 2,484 1,624 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,100 2,484 1,624 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.4 0.42 0.42 0.4 0.4
正職員人件費 3,520 3,696 3,696 3,520 3,520

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,620 6,180 5,320 3,520 3,520
(11)単位費用

1,873.33千円／回 2,060千円／回 1,773.33
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

常磐線特別快速は速達サービスを主眼に運行されており、品川～土浦間の19駅のうち、我孫子駅・天王台駅を含む4駅の ●①事前確認での想定どおり
み停車していない。また、常磐線は上野東京ラインに直通し、平成29年には乗り入れ本数も拡大されたが、品川以南の東 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 海道線との相互直通運転は実現していない。これらの課題を解決し、常磐線利用者の利便性が向上するためには、ＪＲ東 ○要
   背景は？(事業の必要性) 日本に対し、粘り強く要望活動を続けていく必要がある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

また、天王台駅周辺の市有地の取り扱いについては、過去の経緯や現況を踏まえてＪＲ東日本と協議を重ね、解決にむけ 常磐線は我孫子市にとって重要な幹線鉄道であり、市の発展には欠かせない存在であるが、さらなる利便性の向上のため
た手続きを進める必要がある。 、取組みが必要であるため。また、天王台駅周辺の市有地については、過去の経緯や現況を踏まえて、手続きが必要であ
●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった JR東日本に対しては、当市が沿線自治体とともに要望活動を

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 実施する必要があった。また、天王台駅周辺の市有地につい
□その他 　促進された ては、過去の経緯や現況を踏まえて、市が主導となって手続

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した きをする必要があった。
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(項目) 目標値(b)(項目) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(項目) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
3 3 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

常磐線の利用状況や利用者からの声などを踏まえながら、JR東日本への要望活動
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 3 100

を継続したため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,180 △560 5,320 86.08
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

分筆などが前年度に終了するための減額 分筆などが前年度に終了したための減額

△9.96

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 分筆などが前年度に終了したための減額

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.05

項目 10万円 0.06 120

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
常磐線の利用状況や利用者からの声などを踏まえながら、粘り強くJR東日本への要望活動を継続していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 9 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 常磐線の利便性向上 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 松戸市・柏市・我孫子市・取手市 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.42 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,180 千円 (うち人件費 3,696 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63401 重点４ ●有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民が快適に通勤・通学や日常生活に必要な移動ができるよう、重要な公共交通機関であるＪＲ成田線の増 市民が快適に通勤・



るＪＲ成田線の増 市民が快適に通勤・通学や日常生活に必要な移動ができるよう、重要な公共交通機関であるＪＲ成田線の増
施策目的・

(2)目的 発やＪＲ常磐線の特別快速の我孫子駅停車、快速電車の削減ダイヤの復元、東京駅乗り入れ枠の拡大と東海 事業目的 発や上野・東京ラインへの乗り入れ本数の拡大など、輸送力の強化と利便性の向上を図る。
展開方向

道線との相互直通運転などをＪＲ東日本に働きかけ、鉄道の輸送力の強化と利便性の向上を図ります。
成田市・印西市・柏市・栄町・利根町・河内町とともに「成田線活性化推進協議会」を組織し、成田線の輸 ＜成田線活性化推進協議会＞
送力増強と利便性向上をＪＲ東日本に強く働きかけるとともに、沿線内外の利用促進を図り、成田線沿線の 　○５月　定期総会　○７～８月　ＪＲ東日本への要望活動、○随時　幹事会・担当者会議の開催、ホーム
活性化を進める。 当該年度 ページの更新　○１０～１１月「駅からハイキング」の実施
また、千葉県と県内の関係市町村などで構成する「ＪＲ線複線化等促進期成同盟」において、ＪＲ東日本へ 執行計画 ＜ＪＲ線複線化等促進期成同盟＞

(3)事業内容 内　　容 の要望活動を行うなど、成田線の輸送力増強と利便性向上に向けた取り組みを進める。 　○４～５月　定期総会・部会長会議　○９～１１月　ＪＲ東日本への要望活動　○随時　路線別部会
さらに、期成同盟の常磐線対策部会と成田線（我孫子方）対策部会でそれぞれまとめられた要望事項を、Ｊ
Ｒ東日本の本社・東京支社・千葉支社に対して要望していく。 成田線活性化推進協議会とＪＲ線複線化等促進期成同盟の会議や要望 想定値 13当該年度

活動の実施回数 単位 回
活動結果指標 実績値 15

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 通勤・通学者の利便性向上を図る。 直接 要望実績数 項目 10 10

令和 2年度 通勤・通学者の利便性向上が図られている。 直接 要望実績率（要望事業数／要望予定事業数） ％ 100

令和 3年度 通勤・通学者の利便性向上が図られている。 直接 要望実績率（要望事業数／要望予定事業数） ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

成田線活性化推進協議会負担金 237 成田線複線化用地の草刈り 222 207 成田線複線化用地の草刈り 222 成田線複線化用地の草刈り 222
千葉県ＪＲ線複線化等促進期成同盟負 6 成田線活性化推進協議会負担金 237 237 成田線活性化推進協議会負担金 237 成田線活性化推進協議会負担金 237
担金 県ＪＲ線複線化等促進期成同盟負担金 6 6 県ＪＲ線複線化等促進期成同盟負担金 6 Ｊ県Ｒ線複線化等促進期成同盟負担金 6

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 243 合　　計 465 450 合　　計 465 合　　計 465
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 243 465 450 465 465

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.35 0.38 0.38 0.38 0.38
正職員人件費 3,080 3,344 3,344 3,344 3,344

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,323 3,809 3,794 3,809 3,809
(11)単位費用

255.62千円／回 293千円／回 252.93
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

成田線の輸送力強化と利便性向上は、我孫子市のまちづくりにおける喫緊の課題であることから、千葉県や沿線市町と連 ●①事前確認での想定どおり
携しながら、ＪＲ東日本に対して強く要望していく必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

成田線の輸送力強化と利便性向上は、市のまちづくりにおける課題であり、千葉県や沿線市町と連携して、JR東日本に対
して要望していく必要性に変わりはないため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった JR東日本に対しては、当市が沿線自治体と共に要望を行う必

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 要があったため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 自動車より二酸化炭素の排出量やエネルギーの使用量が少な ●①想定どおり
□②生き物と共存している い公共交通機関（鉄道）の利用を促進することで、地球温暖 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している 化防止に寄与している。

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(項目) 目標値(b)(項目) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(項目) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
10 10 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

成田線開業120周年記念事業の検討にあたり、会議回数を増やしたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 15 150
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,809 △486 3,794 99.61
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

成田線活性化施策の充実に向けた体制強化

△14.63

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 成田線開業120周年記念事業の検討にあたり、会議回数

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 を増やしたため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.26

項目 10万円 0.4 153.85

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
令和2年3月のダイヤ改正において、成田線における夕方から夜間の品川発、上野東京ライン経由の成田行きを6本から7本に、成田発、上野東京
ライン経由の品川行きが2本から3本に拡大された。これはJR東日本へ毎年実施している要望活動の成果であると考える。ダイヤの改善など成田
線の利便性を更に高めるために、粘り強くJR東日本への要望活動を継続していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 11 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 成田線の輸送力強化と利便性向上 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 沿線自治体で組織する成田線活性化推進協議会 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成28年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.38 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,809 千円 (うち人件費 3,344 千円）⑦事業費
総事業費 5,037 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63401 重点４ ●有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民が快適に通勤・通学や日常生活に必要な移動ができるよう、重要な公共交通機関であ



針として３月議会で表明するとともに、６月、９月
施策目的・

(2)目的 ジオ、インターネットなどのさまざまな媒体を積極的に活用しながら、市政や市民のくらしに関する情報を 事業目的 、１２月の定例市議会にその進捗状況やその他主要な市政の状況を報告して、市議会・市民・職員との情報
展開方向

正確にわかりやすく伝えていきます。 の共有を図り、協働のまちづくりを推進するため。
市長が３月議会で表明する新年度の施政方針や、６月、９月、１２月の定例市議会で報告する一般報告、５ 　５月：６月議会で報告する一般報告書の作成（施政方針で示した政策や事業の５月までの状況報告）
月と１１月の市政ふれあい懇談会共通項目の内容について、庁内各課から提出された報告内容をもとに、市 　８月：９月議会で報告する一般報告書の作成（施政方針で示した政策や事業の８月までの状況報告）
長・副市長と協議しながらとりまとめる。 当該年度 １１月：１２月議会で報告する一般報告書の作成（施政方針で示した政策や事業の１１月までの状況報告）

執行計画 　２月：３月議会で表明する施政方針の作成
(3)事業内容 内　　容 　　※なお、施政方針・一般報告の作成にあたり、事前に各課から報告事項を提出してもらう。

　ふれあい懇談会については、５月は新年度事業の進捗状況、１１月は新年度の予算編成状況について作成
施政方針と一般報告、市政ふれあい懇談会共通事項の作成回数 想定値 6当該年度

単位 回
活動結果指標 実績値 6

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 各定例会の開会、市政ふれあい懇談会の開催までに作成し、議会・市民・職員に、市政の運営方針や進捗状況についての情報を 間接 施政方針・市政一般報告、ふれあい懇談会ホームページへのアクセス 件 2,816 2,500
提供する。 件数（年間）

令和 2年度 議会・市民・職員に、市政の運営方針や進捗状況についての情報を提供する。 間接 施政方針・市政一般報告、ふれあい懇談会ホームページへのアクセス 件 2,500
件数（年間）

令和 3年度 議会・市民・職員に、市政の運営方針や進捗状況についての情報を提供する。 間接 施政方針・市政一般報告、ふれあい懇談会ホームページへのアクセス 件 2,500
件数（年間）

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

施政方針・一般報告の作成 0 施政方針・一般報告の作成 0 施政方針・一般報告の作成 0 施政方針・一般報告の作成 0
市政ふれあい懇談会の共通項目作成 0 市政ふれあい懇談会の共通項目作成 0 市政ふれあい懇談会の共通項目作成 0 市政ふれあい懇談会の共通項目作成 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.6 0.8 0.8 0.6 0.6
正職員人件費 5,280 7,040 7,040 5,280 5,280

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,280 7,040 7,040 5,280 5,280
(11)単位費用

880千円／回 1,173.33千円／回 1,173.33
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・施政方針や一般報告により、市が新年度に取り組む政策や事業などを明らかにして、市政の運営方針や進捗状況に関す ●①事前確認での想定どおり
る情報を提供することは、議会・市民・職員との情報の共有化を図るために必要不可欠であり、さらに市民の市政への関 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 心を高め、市民と市の協働のまちづくりを一層推進するためにも必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

議会及びふれあい懇談会開催時に適正に作成することができた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市の施策を市民にお知らせするため、当事者である市が実施

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 すべきものであるため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
2,816 2,500 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

インターネットにより情報を確認する人が多かったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 5,116 204.64
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,040 △1,760 7,040 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△33.33

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 インターネットにより情報を確認する人が多かったため

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 35.51

件 10万円 72.67 204.65

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
適正な時期に市の施策や事業を広く市民に公表するため、現状どおり推進する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 12 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 施政方針・一般報告等の作成 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.8 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,040 千円 (うち人件費 7,040 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 81101 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民と市が情報を共有できるよう、広報あびこや市ウェブサイトの充実を図るとともに、新聞やテレビ、ラ 市長が、新年度に市が取り組む政策や事業などを施政方



重要事項の決定や、各部局間相互の総合調整を図るため。
施策目的・

(2)目的 策の重点化や総合性・統一性を確保するとともに、財政計画と整合した、より効果的で効率的な実施計画を 事業目的
展開方向

策定します。また、総合的な調整機能により部門横断的な行政課題に的確に対応します。
行政運営の基本方針や重要施策、条例などの重要事項の決定や、各部局間相互の総合調整を図るため、市長 庁議開催予定日　　　　：毎月１日、１５日（議会開催月除く）　
、副市長、教育長、水道事業管理者と各部局長で構成する庁議を開催する。 庁議調整会議開催予定日：庁議開催日の１週間前　
原則として、議会のある月を除いて毎月２回開催し、庁議終了後は、報告書を作成し、市のホームページに 当該年度
掲載する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 また、庁議の円滑な運営を図るため、庁議開催前に、市長、副市長、総務部長、企画財政部長で構成する庁
議調整会議を開催して、庁議付議事項の内容について調整する。

庁議の開催回数 想定値 15当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 11

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 議題についての連絡調整を行う。 直接 連絡調整率（連絡調整された議題数/連絡調整を必要とする議題数） ％ 100 100

令和 2年度 議題についての連絡調整を行う。 直接 連絡調整率（連絡調整された議題数/連絡調整を必要とする議題数） ％ 100

令和 3年度 議題についての連絡調整を行う。 直接 連絡調整率（連絡調整された議題数/連絡調整を必要とする議題数） ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

庁議の開催・運営 0 庁議の開催・運営 0 0 庁議の開催・運営 0 庁議の開催・運営 0
議事概要の作成 19 議事概要の作成 0 0 議事概要の作成 0 議事概要の作成 0

2号嘱託職員人件費 2号嘱託職員人件費 2号嘱託職員人件費
　2,596千円×0.166 432 432 　2,596千円×0.166 432 　2,596千円×0.166 432

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 19 合　　計 432 432 合　　計 432 合　　計 432
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 19 432 432 432 432

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.5 0.35 0.35 0.5 0.5
正職員人件費 4,400 3,080 3,080 4,400 4,400

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 432 432 432 432
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,419 3,512 3,512 4,832 4,832
(11)単位費用

294.6千円／回 234.13千円／回 319.27
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

行政運営の基本方針や重要施策、条例などの需要事項の決定について、部局間の情報共有や調整を図りながら決定してい ●①事前確認での想定どおり
くために必要な事業である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

部局間での情報共有が必要な事項について調整を図りながら実施することができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 行政運営の基本方針及び重要施策を審議決定するとともに、

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 各部局間相互の総合調整を行うことにより、市政の計画的か
□その他 　促進された つ効率的な執行を図ることを目的とした、市の特別職と幹部

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 職員で構成する会議であるため。
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
市役所庁内の様々な事項に係る意思決定及び情報共有するための会議の運営であることから、市民の参画は難しい。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
会議の運営であることから、該当しない。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

重要事項として、日頃から調整を図ったため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,512 907 3,512 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

会議概要作成のための筆耕翻訳料について、これまで予算計上していたが、担当
職員で対応し、事業費を削減する。

20.53

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 年間を通して部門間の調整を図り、効率よく庁議を開催

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 した。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.85

％ 10万円 2.85 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
全庁的な施策において重要な事項の決定や情報共有を図るため、これまで通り部門間の調整を行う。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 13 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 庁議 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 庁議の運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,392 千円 (うち人件費 3,960 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 3,512 千円 (うち人件費 3,080 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83101 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

基本構想や基本計画に基づく総合的・計画的な行政運営を行うため、各種計画や部門間との調整を図り、施 行政運営の基本方針や重要施策、条例などの



りやすく説明する。
施策目的・

(2)目的 策の重点化や総合性・統一性を確保するとともに、財政計画と整合した、より効果的で効率的な実施計画を 事業目的
展開方向

策定します。また、総合的な調整機能により部門横断的な行政課題に的確に対応します。
年４回開催する市議会定例会において、議員の質問要旨に基づき、質問を担当部局に割り振って、答弁書案 市議会定例会が開催される６月、９月、１２月、３月に議会答弁検討会を開催する。
を作成してもらう。 市議会定例会の閉会後に、議会答弁に係る進行管理を行う。
市長、副市長、企画財政部長、総務部長、担当部局の部課長による議会答弁検討会を開催し、担当部局の答 当該年度 議会で報告する一般報告書の作成（６月・９月・１２月議会）
弁書案をもとに答弁書の調整を行う。 執行計画 議会で表明する施政方針の作成（３月議会）

(3)事業内容 内　　容 また、各議会の閉会後には、議会答弁に係る進行管理を行い、議会で答弁した内容が着実に実行されている
かを管理する。
市長が３月議会で表明する新年度の施政方針や、６月・９月・１２月の定例市議会で報告する一般報告の内 円滑な議会運営の実施率 想定値 100当該年度
容について、庁内各課から提出された報告内容をもとに、市長・副市長と協議しながら取りまとめる。 単位 ％

活動結果指標 実績値 100議会での演説後は、ホームページを活用して市民へ周知する。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 議会を円滑に進行できるよう事前調整を行う。 直接 答弁検討会、施政方針・一般報告の調整率 ％ 100 100

令和 2年度 議会を円滑に進行できるよう事前調整を行う。 直接 答弁検討会、施政方針・一般報告の調整率 ％ 100

令和 3年度 議会を円滑に進行できるよう事前調整を行う。 直接 答弁検討会、施政方針・一般報告の調整率 ％ 100

質問・報告内容によって担当部局との調整に手間取る場合があるため、質問内容の正確な把握と速やかな調整に努める。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

議会運営の支援 0 議会運営の支援 0 0 議会運営の支援 0 議会運営の支援 0

2号嘱託職員人件費 2号嘱託職員人件費 2号嘱託職員人件費
　2,596千円×0.166 432 432 　2,596千円×0.166 432 　2,596千円×0.166 432

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 432 432 合　　計 432 合　　計 432
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 432 432 432 432

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.78 0.4 0.4 0.61 0.61
正職員人件費 6,864 3,520 3,520 5,368 5,368

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 432 432 432 432
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 6,864 3,952 3,952 5,800 5,800
(11)単位費用

68.64千円／％ 39.52千円／％ 39.52
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

議員の質問に対し、総合的な調整を行ったうえで的確かつ簡潔に答弁するために必要な事業である。また、答弁した内容 ●①事前確認での想定どおり
が、その後に各部局において進めれらているのかを調整するうえで、議会答弁の進行管理は必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 施政方針や一般報告により、市が新年度に取り組む施策や事業などを明らかにして、市政の運営方針や進捗状況に関する ○要
   背景は？(事業の必要性) 情報を提供することは、議会・市民・職員との情報の共有化を図るために必要不可欠であり、さらに市民の市政への関心 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

を高め、市民と市の協働のまちづくりを一層推進するためにも必要である。 議会ごとの答弁検討会の運営及び答弁書のとりまとめを適正に行うことができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 議会からの行政への質問に対する答弁書を作成するのは、市

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 が行うものであるため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 各課で作成する答弁書案は、全て両面印刷とするよう各課に ●①想定どおり
□②生き物と共存している 周知した。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

答弁検討会において、市長が中心となって総合的な調整を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,952 2,912 3,952 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ 重要事項として、日頃から調整を図ったため。 ●不要

42.42

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.53

％ 10万円 2.53 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
全庁的な施策において重要な事項の決定や情報共有を図るため、これまで通り部局間の調整を行う。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 14 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 議会運営の支援 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,952 千円 (うち人件費 3,520 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83101 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

基本構想や基本計画に基づく総合的・計画的な行政運営を行うため、各種計画や部門間との調整を図り、施 議会における一般質問への対応や施政方針演説を通じて、政策を分か



能を集約し施設を複合化して、より効率的・効果的に整備・
施策目的・

(2)目的 策の重点化や総合性・統一性を確保するとともに、財政計画と整合した、より効果的で効率的な実施計画を 事業目的 運営するとともに、安全で利用しやすい施設にするため。
展開方向

策定します。また、総合的な調整機能により部門横断的な行政課題に的確に対応します。
平成３０年度に策定した「湖北台地区公共施設（第１期整備）の整備方針」に基づき、「公共施設等総合管 ・湖北台地区公共施設（第１期整備）の整備方針に基づき、各施設の所管課にて実施する整備の進行管理を
理計画」や各施設の整備計画等と整合性を図りながら、各施設の所管課にて整備を進める。 行う。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

湖北台地区公共施設（第１期整備）の整備進捗率 想定値 20当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 20

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 湖北台地区公共施設（第１期整備）の整備を順次進める。 直接 事業の進行管理 ％ 0 20

令和 2年度 湖北台地区公共施設（第１期整備）の整備を順次進める。 直接 事業の進行管理 ％ 40

令和 3年度 湖北台地区公共施設（第１期整備）の整備を順次進める。 直接 事業の進行管理 ％ 60

複数課にまたがる事業のため、常に意見交換・調整を行いながら進める必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 事業の進行管理 0 事業の進行管理 0 0 事業の進行管理 0 事業の進行管理 0
＊ 地権者・住民説明会の実施 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.43 0.04 0.04 0.25 0.25
正職員人件費 3,784 352 352 2,200 2,200

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,784 352 352 2,200 2,200
(11)単位費用

1,261.33千円／回 17.6千円／％ 17.6
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

湖北台地区の公共施設については、老朽化が進むとともに、バリアフリーに対応していない施設が多いことから、市民の ●①事前確認での想定どおり
安全で安心なくらしを守り、市民サービスの向上を図るため、「湖北台地区公共施設整備（第１期整備）の整備方針」に ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 基づき、「公共施設等総合管理計画」や各施設の整備計画等と整合性を図りながら、各所管課にて整備を進めていく必要 ○要
   背景は？(事業の必要性) がある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

整備方針に基づき、各所管課と協議を進めることができているため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 　整備対象施設は、市が所有する施設であるため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 地域住民等の意見を設計等に反映する。 必要に応じ、関係課ごとに地元住民の意見聴取を行っている ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ほか、今後も進捗状況により住民説明会を開催していく。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている 周辺環境に配慮した公共施設整備を行う。 関係課毎に調整を行い、協議の場で情報共有を図っている。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 20 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

整備方針に基づき、協議を進めているため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 20 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 352 3,432 352 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

90.7

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 5.68

％ 10万円 5.68 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
老朽化した公共施設の整備を進める上では必要な事業であるため、現状とおり推進する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 15 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 湖北台地区公共施設整備の検討 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 ■湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成24年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.04 人）
(1)事業概要

(当　初) 352 千円 (うち人件費 352 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83101 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

基本構想や基本計画に基づく総合的・計画的な行政運営を行うため、各種計画や部門間との調整を図り、施 湖北台地区の老朽化した公共施設について、機



施 基本構想及び基本計画、実施計画を策定し、適切に進行管理することにより、事業の確実な実施を確保し、
施策目的・

(2)目的 策の重点化や総合性・統一性を確保するとともに、財政計画と整合した、より効果的で効率的な実施計画を 事業目的 構想・計画に掲げる施策の目的を実現する。
展開方向

策定します。また、総合的な調整機能により部門横断的な行政課題に的確に対応します。
上位計画である基本構想や基本計画に合わせて、また、市を取り巻く環境の変化に的確に対応できるよう、 〇３０年度事業の事後報告：９月
３年スパンの事業レベルの計画である実施計画の進行管理を行う。 〇３１年度事業の事前評価：５月・６月
計画に位置づけられた事業に計画変更の必要が生じた場合は、事業を確実に実施することができるよう、所 当該年度 〇３１年度事業の進行管理：通年（中間報告　１０月）
管部局と調整して実施計画を変更する。 執行計画 〇次期総合計画の策定：通年（基本構想案の策定　２月、総合計画審議会、策定委員会、作業部会）

(3)事業内容 内　　容 新たに実施する必要が生じた事業については、事業の必要性や緊急性を精査し、必要に応じて実施計画に新 〇第三次基本計画の見直し：通年（見直し後の基本計画の決定　３月）
たに位置づける。
年度当初に市長が進行管理を行う指定事務事業を定め、当該事業の所管部局長は、１０月に中間報告を行う 指定事務事業数 想定値 50当該年度
とともに、事業の執行に問題があれば直ちに問題点対応報告を提出し、翌年度に事後評価を行う。 単位 数

活動結果指標 実績値 47２０２１年までを計画年度とする総合計画について、新たに２０２２年度からの計画策定に着手する。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 実施計画の進行管理を行い、計画に位置付けられた事業を確実に実施する。 直接 事業実施率（実施済事業数／実施予定事業数） ％ 100 100

令和 2年度 実施計画の進行管理を行い、計画に位置付けられた事業を確実に実施する。 直接 事業実施率（実施済事業数／実施予定事業数） ％ 100

令和 3年度 実施計画の進行管理を行い、計画に位置付けられた事業を確実に実施する。 直接 事業実施率（実施済み事業数／実施予定事業数） ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

実施計画の進行管理 0 ＊ 【次期総合計画の策定】 ＊ 【次期総合計画の策定】 ＊ 【次期総合計画の策定】
第９期実施計画印刷製本費 54 ＊ 総合計画審議会委員報償 350 252 ＊ 総合計画審議会委員報酬 700 ＊ 総合計画審議会委員報酬 350
第９期実施計画印刷用紙代 17 　9月補正 315 ３，５００円×２５人×８回 ３，５００円×２５人×４回

＊ 総合計画策定に係る消耗品費 71 46 ＊ 総合計画審議会委員用お茶購入費 3 ＊ 総合計画審議会委員用お茶購入費 3
基本構想見直し 0 ＊ 総合計画審議会委員用お茶購入費 3 2 　１３８円×１．０８×２０本 　１３８円×１．０８×２０本

　１３８円×１．０８×２０本 ＊ 総合計画に係る会議録作成業務 936 ＊ 総合計画に係る会議録作成業務 468
＊ 総合計画に係る会議録作成業務 745 212 １５，７５０円×１．１０×５４時間 　１５，７５０円×１．１０×２７時間

実施内容 　「まち・ひと・しごと」へ流用 △190 ＊ 総合計画策定業務支援委託 2,328 ＊ 総合計画策定業務支援委託 4,627
＊ 総合計画策定業務支援委託 5,432 3,399 （継続費３１年～３３年） （継続費３１年～３３年）

(8)施行事項
費　　用 （継続費３１年～３３年）

＊ 総合計画会議録音用ＩＣレコーダー 15 11
　１３，４００円×１．０８

実施計画の進行管理 実施計画の進行管理
＊ 第三次基本計画の見直し 第１０期実施計画に向けた検討
＊ 第三次基本計画印刷製本費 55 0

実施計画の進行管理
第１０期実施計画に向けた検討

＊ アンケート送料・返送料（6月補正） 1,010 601
＊ アンケート郵送用封筒印刷（6月補正） 49 49

予算(決算)額 合　　計 71 合　　計 7,855 4,572 合　　計 3,967 合　　計 5,448
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 71 7,855 4,572 3,967 5,448

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.47 1.56 1.56 1.02 1.02
正職員人件費 4,136 13,728 13,728 8,976 8,976

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,207 21,583 18,300 12,943 14,424
(11)単位費用

84.14千円／数 431.66千円／数 389.36
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

基本構想や基本計画、実施計画に基づく総合的・計画的な行政運営を進めていくうえで必要である。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

計画に基づき事業が実施されたため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 行政運営に根幹となる計画の進行管理及び策定であるため、

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 市が主導で進めるなければならない。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 総合計画審議会委員として市民に委嘱するほか、各地域・各 第四次総合計画策定のための総合計画審議会において、市民 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 世代の意見を幅広く聴く場を設け、計画を策定する。 公募委員5名に委任したほか、あびこみんなのまちかいぎに ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り おいて多数の市民からご意見をいただいた。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
計画の策定や事業の進行管理であることから、該当しない。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

予定どおり実施した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 21,583 △17,376 18,300 84.79
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

新たに総合計画の策定に着手することから、事業費が増加する見込みだが、民間 総合計画策定支援業務の事業費が、入札により予算額より安価となった
事業者の支援を受ける業務を精査し、必要最低限にすることで、事業費の削減に ため。また、当初予定していた総合計画審議会を、分科会形式にしたこ

△413.03 努める。 とにより、会議の開催回数を減らすことが出来たため。

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 総合計画策定支援業務の事業費が、入札により予算額よ

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 り安価となったため。また、当初予定していた総合計画

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.46 審議会を、分科会形式にしたことにより、会議の開催回

％ 10万円 0.55 119.57 数を減らすことが出来たため。

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
第三次総合計画の期間が令和3年度までであることから、それまでは現状通り推進し、課題等については第四次総合計画のスタートに合わせ改
善していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 16 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 総合計画の策定と進行管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ 令和 3年度 ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 1.56 人）
(1)事業概要

(当　初) 20,399 千円 (うち人件費 13,728 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 21,583 千円 (うち人件費 13,728 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83101 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

基本構想や基本計画に基づく総合的・計画的な行政運営を行うため、各種計画や部門間との調整を図り、



及び事務事業について、達成目標及び成果を明確にし、
施策目的・

(2)目的 がら、政策の企画・立案からその執行方法と成果までを市民に公表し市民とともに評価します。また、施策 事業目的 組織目標及び個人目標と連動させ、その評価結果を予算編成、人員配置、組織編成、事務事業の改善、人事
展開方向

や事業が計画的・効果的に進められるよう進行管理を徹底します。 考課等に活用することにより、本市における行政経営の効果的かつ効率的な推進を図るため。
総合計画や分野別計画などに沿って実施する施策や事務事業について、達成目標や成果を明確にし、組織目 ・４月～５月　　　　３１年度行政評価実施要領の作成
標と個人目標と連動させ、その評価結果を予算編成や、人員配置、組織編成、事務事業の改善、人事考課な 　　　　　　　　　　３１年度部の運営方針・課の目標・施策・事務事業の事前評価の公表
どに活用することにより、行政経営の効果的かつ効率的な推進を図る。 当該年度 　　　　　　　　　　３０年度部の運営方針・課の目標・施策・事務事業の事後評価
毎年、各部局長が作成した新年度の部の運営方針について理事者協議を行い決定した部の運営方針に基づい 執行計画 ・９月　　　　　　　３０年度施策・事務事業の事後評価結果を踏まえた改善策の決定とそれらの公表

(3)事業内容 内　　容 て、各課長が課の目標の設定をする。各部課長は、前年度の部の運営方針と課の目標設定について事後評価 ・１１月　　　　　　３２年度部の運営方針・課の目標・施策・事務事業の事前評価
を行い、事前と事後の内容を公表する。
また、毎年、担当部課長が施策と事務事業の事前評価と事後評価を行い、事前と事後の内容を公表する。施 事後評価を行う３０年度事務事業の件数 想定値 970当該年度
策と事務事業の事後評価の公表にあたっては、その改善策について庁議で決定する。 単位 件

活動結果指標 実績値 950

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 前年度事務事業の事後評価を行い、その結果を確実に事務事業の改善にいかす。 直接 事務事業の改善策の実施率（３１年度から廃止・休止した事務事業件 ％ 100 100
数／３１年度から廃止・休止すると庁議決定した事務事業の件数）

令和 2年度 前年度事務事業の事後評価を行い、その結果を確実に事務事業の改善にいかす。 直接 事務事業の改善策の実施率（令和２年度から廃止・休止した事務事業 ％ 100
件数／令和２年度から廃止・休止すると庁議決定した事務事業の件数

令和 3年度 前年度事務事業の事後評価を行い、その結果を確実に事務事業の改善にいかす。 直接 事務事業の改善策の実施率（令和３年度から廃止・休止した事務事業 ％ 100
件数／令和３年度から廃止・休止すると庁議決定した事務事業の件数

施策・事務事業の達成目標や指標の設定など、評価表の記入内容に不適当なものが未だに見受けられるため、今後も職員に対す
(7)事業実施上の課題と対応 る説明会や個別のフォローアップを行い対応していく。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

行政評価システム保守点検委託料 356 行政評価システム保守点検委託料 360 360 行政評価システム保守点検委託料 363 行政評価システム保守点検委託料 363
　月額29,656円×12月 　月額27,460円×1.08×6月(4月-9月) 　月額27,460円×1.1×12月 　月額27,460円×1.1×12月
行政評価システム使用料 2,489 　月額27,460円×1.1×6月(10月-3月) 行政評価システム使用料 2,722 行政評価システム使用料 2,722
　月額207,360円×12月 行政評価システム使用料 2,722 2,722 　月額210,000円×1.08×12月 　月額226,800円×12月

　月額210,000円×1.08×12月

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 2,845 合　　計 3,082 3,082 合　　計 3,085 合　　計 3,085
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,845 3,082 3,082 3,085 3,085

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.66 0.81 0.81 0.61 0
正職員人件費 5,808 7,128 7,128 5,368 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 8,653 10,210 10,210 8,453 3,085
(11)単位費用

8.75千円／件 10.53千円／件 10.75
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

行政評価は、市民の満足度に視点をおいた政策を実現するには、政策の選択やその進め方が適切かどうかを常に判断する ●①事前確認での想定どおり
ことが必要なことから、平成１２年に議決された基本構想において、市の政策の企画・立案からその執行方法と成果まで ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ をわかりやすく客観的に評価できるしくみの確立が位置づけられたことに基づいて導入されたものであり、市のあらゆる ○要
   背景は？(事業の必要性) 行政活動を市民に公表し客観的に評価していくうえで、また、限られた財源の中で施策や事務事業を効果的に選択し効率 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

的に執行していくうえで有効な業務管理手法となっている。 市の行政活動を市民に公表し、客観的に評価するとともに、限られた財源の中で施策や事務事業を効果的に取捨選択し、
効率的に事業を執行することができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市の事業や行政活動を詳細まで把握したうえで進行管理を行

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 う評価制度であるため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
事業仕分けとの差別化として、行政評価は職員による自己評価としているため、該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 所管課から当課への紙での提出は最低限とし、システムを活 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 用した。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

すべての事業について、事後評価を適切に行うことができたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 10,210 △1,557 10,210 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△17.99

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.98

％ 10万円 0.98 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
行政評価システムにより全事業の進行管理を行うため、現状どおり推進する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 21 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 行政評価の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成13年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.81 人）
(1)事業概要

(当　初) 10,210 千円 (うち人件費 7,128 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83102 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民の満足度や成果に視点をおいた行政運営を進めるため、行政評価や事業仕分け、各種審議会を活用しな 総合計画、分野別基本計画等に沿って実施する施策



ともにウイングホール柏斎場と平成２６年度から指定管理者制度を導入した障害者支援施設
施策目的・

(2)目的 するため、近隣自治体や関係機関、周辺住民との連携を強化します。また、東葛中部地区総合開発事務組合 事業目的 「みどり園」について、効率的、効果的な行政運営を行う。
展開方向

が運営しているウイングホール柏斎場の効率的な運営を促進します。また、平成２６年４月から指定管理者
我孫子市、柏市、流山市の３市の行政サービスの一部を共同で行うことを目的として設置した東葛中部地区 主管者会議　随時
総合開発事務組合の構成団体として負担金を支払うとともに、同組合が運営する「ウイングホール柏斎場」 定例議会　２月、１０月
と平成２６年度から指定管理者制度を導入した障害者支援施設「みどり園」のモニタリングを含め、同組合 当該年度 みどり園のモニタリングの実施（通年）
の運営全般について、市民サービスの向上や効率的で効果的な運営などの視点から、主管者会議等で調整を 執行計画 ウイングホールの運営（通年）

(3)事業内容 内　　容 進めていく。

２施設の平均稼働日数 想定値 335当該年度
単位 日

活動結果指標 実績値 335

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 ウイングホール柏斎場と障害者支援施設「みどり園」の効率的な運営をする。 間接 ３市の効率的な運営に向けた取り組み数 件 1 1

令和 2年度 ウイングホール柏斎場と障害者支援施設「みどり園」が効率的に運営されている。 間接 ３市の効率的な運営に向けた取り組み数 件 1

令和 3年度 ウイングホール柏斎場と障害者支援施設「みどり園」が効率的に運営されている。 間接 ３市の効率的な運営に向けた取り組み数 件 1

ウィングホール柏斎場周辺自治会からの要望に対しては、３市と事務組合事務局が連携を密にし、調整を図りながら進めていく
(7)事業実施上の課題と対応 必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

総務費負担金 18,564 総務費負担金 10,662 10,662 総務費負担金 10,662 総務費負担金 10,662
民生費負担金（みどり園） 29,469 民生費負担金（みどり園） 29,048 29,048 民生費負担金（みどり園） 29,048 民生費負担金（みどり園） 29,048
衛生費負担金（ウイングホール柏斎場 62,369 衛生費負担金（ウイングホール柏斎場 70,539 70,539 衛生費負担金（ｳｲﾝｸﾞﾎｰﾙ柏斎場） 70,539 衛生費負担金（ｳｲﾝｸﾞﾎｰﾙ柏斎場） 70,539
） ）

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 110,402 合　　計 110,249 110,249 合　　計 110,249 合　　計 110,249
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 110,402 110,249 110,249 110,249 110,249

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.2 0.18 0.18 0.18 0.18
正職員人件費 1,760 1,584 1,584 1,584 1,584

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 112,162 111,833 111,833 111,833 111,833
(11)単位費用

334.81千円／日 333.83千円／日 333.83
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　我孫子市、柏市、流山市で構成する東葛中部地区総合開発事務組合で、ウイングホール柏斎場及び障害者支援施設「み ●①事前確認での想定どおり
どり園」を運営している。これらの施設は、単独の市で運営するより広域で運営する方が効率的であることから、今後も ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 引き続き、３市で運営していく必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

斎場及び障害者支援施設は、単独の市で運営するより広域で運営した方が効率的であり、３市で運営していく必要性に変
わりはないため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 我孫子市、柏市、流山市で構成する東葛中部地区総合開発事

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 務組合が斎場及び障害者支援施設を共同で運営している。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ ■⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる ■⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1 1 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

事務組合主管者会議において効率的な運営に向けた検討を行ったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 111,833 329 111,833 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

事務分担を検証し、担当職員の人工を調整した。また、事務組合の構成市負担金
の額が減額になった。

0.29

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.89

件 1億円 0.89 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
斎場と障害者支援施設は単独の市で運営するより広域で運営するほうが効率的で、サービスの安定的な供給にも資することから、引き続き３市
が連携して運営していく必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 24 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 東葛中部地区総合開発事務組合の運営 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 我孫子市、柏市、流山市 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.18 人）
(1)事業概要

(当　初) 111,833 千円 (うち人件費 1,584 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 84002 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

手賀沼の浄化、ごみ処理、消防、医療、防災、観光振興、公共交通の利便性向上などの広域的な課題に対応 柏市、流山市と



６市（松戸市・柏市・野田市・流山市・鎌ヶ谷市・我孫子市）の共通課題、広域的な課題に対応し、市
施策目的・

(2)目的 するため、近隣自治体や関係機関、周辺住民との連携を強化します。また、東葛中部地区総合開発事務組合 事業目的 民サービスの向上と効率的・効果的な行政運営を進める。
展開方向

が運営しているウイングホール柏斎場の効率的な運営を促進します。また、平成２６年４月から指定管理者
東葛６市の広域的な共通課題を確認し、その解決に向けた取り組みの検討を行う。 随時　幹事会（年３回程度）、行政懇談会（県議、国会議員）、行政視察
①広域行政の充実に関する要請への対応 随時　東葛６市中堅職員検討会（年４回程度）、視察（年１回、必要に応じて）
②広域連携に係る計画等の検討 当該年度 ５月　総会（書面協議）
③６市のまちづくりについての情報交換 執行計画 10～11月  東葛広域行政連絡協議会研修会又は視察

(3)事業内容 内　　容

会議の開催回数 想定値 8当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 8

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 東葛６市の広域的な共通課題の解決に向けた取り組みを行うことで、効率的、効果的なまちづくりを進める。 直接 課題への取り組み数 件 1 1

令和 2年度 東葛６市の広域的な共通課題の解決に向けた取り組みを行うことで、効率的、効果的なまちづくりを進められている。 直接 課題への取り組み数 件 1

令和 3年度 東葛６市の広域的な共通課題の解決に向けた取り組みを行うことで、効率的、効果的なまちづくりを進められている。 直接 課題への取り組み数 件 1

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

負担金 50 負担金 50 50 負担金 50 負担金 50

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 50 合　　計 50 50 合　　計 50 合　　計 50
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 50 50 50 50 50

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.3 0.21 0.21 0.37 0.37
正職員人件費 2,640 1,848 1,848 3,256 3,256

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,690 1,898 1,898 3,306 3,306
(11)単位費用

336.25千円／回 237.25千円／回 237.25
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

行政区域を超えた市民の生活圏の拡大、少子高齢化や厳しい財政状況の中で、近隣市が連携して、共通課題の解決や広域 ●①事前確認での想定どおり
的な課題に対応することで、市民サービスの向上や効率的、効果的な行政運営をしていく必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

少子高齢化や人口減少など各市が抱える課題について、近隣市が連携して共通課題に取り組む必要性に変わりはないため
。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 本協議会の構成員は自治体のみであるため。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
東葛地域の６市が広域的な課題を抽出し、その課題の解決のために協議・調整を行う組織であり、市民の参加はない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1 1 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

中堅職員検討会で、今後の広域連携の展開を見据えて、「公共施設の相互利用」
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1 100

について継続して調査研究を行ったため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,898 792 1,898 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

29.44

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.05

件 10万円 0.05 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
引き続き、東葛６市で連携して地域課題の解決に向けた取組みを推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 25 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 東葛広域行政連絡協議会 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 松戸市・柏市・野田市・流山市・鎌ヶ谷市・我孫子市 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.21 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,898 千円 (うち人件費 1,848 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 84002 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

手賀沼の浄化、ごみ処理、消防、医療、防災、観光振興、公共交通の利便性向上などの広域的な課題に対応 東葛



調として、常磐線沿線のイメージアップと沿線自治体の活性化などを図る。
施策目的・

(2)目的 するため、近隣自治体や関係機関、周辺住民との連携を強化します。また、東葛中部地区総合開発事務組合 事業目的
展開方向

が運営しているウイングホール柏斎場の効率的な運営を促進します。また、平成２６年４月から指定管理者
台東区、荒川区、足立区、葛飾区、松戸市、柏市、我孫子市、取手市、東京藝術大学、東日本旅客鉄道㈱東 台東区、荒川区、足立区、葛飾区、松戸市、柏市、我孫子市、取手市、東京藝術大学、ＪＲ東日本東京支社
京支社の１０団体で当協議会を構成する本協議会で次の事業を行う。 の１０団体で構成する当協議会で、ＪＲ常磐線沿線地域の活性化に向けて次の事業を行う。
①ＪＲ常磐線沿線地域の活性化についての調査・研究 当該年度 ・沿線活性化にむけ全構成団体が連携して行う共同事業（スタンプラリー等）の開催
②ＪＲ常磐線沿線地域の活性化を図るイベント等の普及・啓発 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ③資料の収集及び情報交換の実施
④目的達成のために必要な協議

我孫子市内でのイベント等の開催回数 想定値 1当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 2

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 常磐線沿線のイメージアップを図る。 間接 イベント等の開催回数 件 2 1

令和 2年度 常磐線沿線のイメージアップが図られている。 間接 イベント等の開催回数 件 2

令和 3年度 常磐線沿線のイメージアップが図られている。 間接 イベント等の開催回数 件 2

常磐線沿線のイメージアップを図るため、ＪＲ東日本や東京藝術大学、沿線自治体と連携を密にし事業を展開していく必要があ
(7)事業実施上の課題と対応 る。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

負担金 50 負担金 50 50 負担金 50 負担金 50
特別負担金 350 特別負担金 350 350 特別負担金 350

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 400 合　　計 400 400 合　　計 400 合　　計 50
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 400 400 400 400 50

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.28 0.19 0.19 0.2 0.2
正職員人件費 2,464 1,672 1,672 1,760 1,760

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,864 2,072 2,072 2,160 1,810
(11)単位費用

2,864千円／回 2,072千円／回 1,036
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

つくばエクスプレスが開通したことなどにより、常磐線利用者が減少していることから、ＪＲ東日本と沿線自治体が連携 ●①事前確認での想定どおり
して、さまざまな事業を展開することで、常磐線沿線のイメージアップを図る必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

常磐線沿線のイメージアップを図るため、JR東日本や東京芸術大学、常磐線沿線の自治体と連携していく必要性に変わり
はないため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が協議会の構成員となっているため。また、市内で実施し

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ているイベント（JBFやあびこカッパまつり）と協力して事
□その他 　促進された 業を実施しているため。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市内で実施しているイベント（JBFやカッパまつり）におい ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り てイベントブースを設けることで、協議会のPRを図ることが ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り できた。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
協議会は、常磐線沿線の８自治体と、JR東日本、東京芸術大学で構成しており、市民の参画はない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
協議会のメインイベントである「アートアンブレラ」は、JRの忘れ物傘を活用している。

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
2 1 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

実施したイベント（アートアンブレラ）が好評だったため、再度の出展依頼を頂
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 2 200

いた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,072 792 2,072 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

27.65

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 実施したイベント（アートアンブレラ）が好評だったた

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 め、再度の出展依頼を頂いた。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.05

件 10万円 0.1 200

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
JBFやカッパまつりなどのイベントを実施している中で、毎年参加いただいている方や、協議会の名前を知っている方が増加していることなど
、協議会の認知度が上がっている事が伺える。本協議会は常磐線のイメージアップと沿線自治体の活性化を進めていくうえで必要な事業である
ことから、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 27 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 ＪＯＢＡＮアートライン協議会 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 常磐沿線自治体等１０団体 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成18年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.19 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,072 千円 (うち人件費 1,672 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 84002 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

手賀沼の浄化、ごみ処理、消防、医療、防災、観光振興、公共交通の利便性向上などの広域的な課題に対応 アートを基



化などの重要施策を効果的・総合的に推進す
施策目的・

(2)目的 策の重点化や総合性・統一性を確保するとともに、財政計画と整合した、より効果的で効率的な実施計画を 事業目的 るための方策を検討、調整するため。
展開方向

策定します。また、総合的な調整機能により部門横断的な行政課題に的確に対応します。
若い世代の定住化の促進や、交流人口の拡大、財政基盤の安定化などに係る次の重要施策を効果的かつ総合 理事者や担当部局からの要望等に基づいて適宜会議を開催し、会議概要を作成する。
的に推進するための方策を検討・調整するため、市長、副市長、総務部長、企画財政部長、環境経済部長、
都市部長の６名で構成する当会議を、関係部局と連携・調整しながら開催し、会議概要を作成する。 当該年度
・産業の振興に関すること。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ・土地利用に関すること。
・重要な都市基盤の整備に関すること。
・財源の確保に関すること。 会議の開催回数 想定値 1当該年度
・その他市長が必要があると認めた事項に関すること。 単位 回

活動結果指標 実績値 2

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 検討事項について、一定の対応方針が定まる。 間接 検討事項のうち、対応方針が定まった事項の割合 ％ 0 100

令和 2年度 検討事項について、一定の対応方針が定まる。 間接 検討事項のうち、対応方針が定まった事項の割合 ％ 100

令和 3年度 検討事項について、一定の対応方針が定まる。 間接 検討事項のうち、対応方針が定まった事項の割合 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

活力ある地域づくり推進会議の開催 0 活力ある地域づくり推進会議の開催 0 活力ある地域づくり推進会議の開催 0 活力ある地域づくり推進会議の開催 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.01 0.01 0.01 0.05 0
正職員人件費 88 88 88 440 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 88 88 88 440 0
(11)単位費用

88千円／回 88千円／回 44
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

若い世代の定住化の促進や、交流人口の増加、財政基盤の安定化などの重要施策を推進するための方策については、市長 ●①事前確認での想定どおり
、副市長、関係部長で構成する部門横断的な庁内組織の中で検討、調整することが必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

会議を開催することで、全庁の関係部門において必要な検討・調整をスムーズに行うことが出来た。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 全庁の関係部門において検討・調整をするための会議である

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ●要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他 該当なし。

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ●要

いるか？
■⑤その他 該当なし。 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

会議を開催することで、我孫子市企業立地方針を予定通り策定した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 88 0 88 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 113.64

％ 10万円 113.64 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
全庁横断的に取り組むことが必要な事業をスムーズに推進するため、必要に応じて会議を開催する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1447 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 活力ある地域づくり推進会議 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.01 人）
(1)事業概要

(当　初) 88 千円 (うち人件費 88 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83101 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

基本構想や基本計画に基づく総合的・計画的な行政運営を行うため、各種計画や部門間との調整を図り、施 若い世代の定住化の促進や、交流人口の増加、財政基盤の安定



民のホームタウン意識を醸成する。
施策目的・

(2)目的 するため、近隣自治体や関係機関、周辺住民との連携を強化します。また、東葛中部地区総合開発事務組合 事業目的
展開方向

が運営しているウイングホール柏斎場の効率的な運営を促進します。また、平成２６年４月から指定管理者
柏レイソルホームタウンエリア（我孫子市、印西市、柏市、鎌ヶ谷市、白井市、流山市、野田市、松戸市） ・５月～１１月に我孫子ホームタウンデーの開催
の構成市として、レイソルのホームゲームとして年に１回開催される「我孫子ホームタウンデー」において 　子ども達の参加、ピッチを使用してのパフォーマンスによる、我孫子市のＰＲや柏レイソルＨＰによる情
、市を紹介する動画の放映や場内ブースでの特産品の販売などのPR活動を実施する。 当該年度 報発信を行う。

執行計画 ・我孫子市のイベントへの、柏レイソル選手やコーチの派遣について調整する。
(3)事業内容 内　　容

我孫子ホームタウンデーの開催回数 想定値 1当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 ホームタウンデーを開催することで、我孫子市民のホームタウン意識を徐々に高める。 間接 我孫子ホームタウンデーの開催回数 回 1 1

令和 2年度 ホームタウンデーを開催することで、我孫子市民のホームタウン意識が徐々に高まっている。 間接 我孫子ホームタウンデーの開催回数 回 1

令和 3年度 ホームタウンデーを開催することで、我孫子市民のホームタウン意識が徐々に高まっている。 間接 我孫子ホームタウンデーの開催回数 回 1

我孫子市の情報をより多くの人に伝えるため、ホームタウンデー開催時に魅力あるイベントや情報発信を実施する。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

我孫子ホームタウンデーの開催に向け 我孫子ホームタウンデーの開催に向け 我孫子ホームタウンデーの開催に向け 我孫子ホームタウンデーの開催に向け
た調整 た調整 た調整 た調整
ホームタウンデーに係る消耗品 ホームタウンデーに係る消耗品 ホームタウンデーに係る消耗品 ホームタウンデーに係る消耗品
　セレモニー花束代　5,000円×3束 15 　セレモニー特産品　5,000円×3個 15 15 　セレモニー特産品　5,000円×3個 15 　セレモニー特産品　5,000円×3個 15
　ホームタウンデー実施に係る消耗品 30 　ホームタウンデー実施に係る消耗品 30 15 　ホームタウンデー実施に係る消耗品 30 　ホームタウンデー実施に係る消耗品 30
　ＰＲ用消耗品 85 　PR用消耗品 70 49 　PR用消耗品 70 　PR用消耗品 70

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 130 合　　計 115 79 合　　計 115 合　　計 115
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 130 115 79 115 115

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.16 0.08 0.08 0.13 0.13
正職員人件費 1,408 704 704 1,144 1,144

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,538 819 783 1,259 1,259
(11)単位費用

307.6千円／回 819千円／回 783
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

柏レイソルとの交流により、スポーツ振興や青少年の育成をはじめ、市のＰＲを通して市民のホームタウン意識を醸成す ●①事前確認での想定どおり
る必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

柏レイソルのホームタウンとして、市民のホームタウンを意識を醸成していく必要性に変わりはないため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 柏レイソルと自治体が連携した事業であるため。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 中央学院大学男子サッカー部がPRブースのチラシ配りや着ぐ ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り るみ対応にボランティアとして参加した。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り また、試合前のセレモニーのギフト贈呈や、試合中のボール ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ボーイを市内のサッカースポーツ少年団に所属する小学生が ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 行った。 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
農産物直売所を運営するあびベジやインフォメーションセンターの指定管理者と連携し、我孫子市のＰＲ事業として実施
している。柏レイソルの主催であることから、実施できる内容が限られているため、市民の参画は進めていない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
環境負荷となる事業ではない。

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1 1 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

柏レイソルと連携してホームタウンサンクスデーを実施したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 819 719 783 95.6
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

ＰＲするふるさと産品や農産物を見直しし、効果的に実施していく。

46.75

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.12

回 10万円 0.13 108.33

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
柏レイソルの試合に合わせてホームタウンサンクスデーを実施することにより、効果的に市のPRができていることから、現状どおり推進してい
く。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1539 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 柏レイソルホームタウン事業 位置づけ

③事業主体 ○市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成21年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.08 人）
(1)事業概要

(当　初) 819 千円 (うち人件費 704 千円）⑦事業費
総事業費 40 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 84002 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

手賀沼の浄化、ごみ処理、消防、医療、防災、観光振興、公共交通の利便性向上などの広域的な課題に対応 柏レイソルホームタウン事業を通して、市



交通の利便性向上などの広域的な課題に対応 手賀沼・手賀川やその周辺の豊かな水と緑などの資源を活用したまちづくりを推進し、地域の魅力向上を図
施策目的・

(2)目的 するため、近隣自治体や関係機関、周辺住民との連携を強化します。また、東葛中部地区総合開発事務組合 事業目的 る。
展開方向

が運営しているウイングホール柏斎場の効率的な運営を促進します。また、平成２６年４月から指定管理者
千葉県東葛飾地域振興事務所・印旛地域振興事務所・柏土木事務所・印旛土木事務所、柏市・印西市・我孫 各２回／年　手賀沼・手賀川活用推進協議会・幹事会の開催
子市（事務局）・国土交通省利根川下流河川事務所（オブザーバー）で構成する「手賀沼・手賀川活用推進 　　　　・アクションプランに位置付けた事業の進捗把握
協議会」において、手賀沼・手賀川やその周辺の豊かな水と緑などの資源を活用した施策の検討及び実現に 当該年度 　　　　・広域連携事業の調整
向けた取り組みを行う。 執行計画 １～２回／年　協議会で視察研修を実施

(3)事業内容 内　　容 平成２９年度に策定した「手賀沼・手賀川活用推進のためのアクションプラン」（以下、アクションプラン 適宜　　３市企画担当課会議、ワーキンググループ会議の実施
という。）に記載した、各構成団体が行う事業の情報共有や広域連携に向けた調整を行っていく。

協議会の開催 想定値 2当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 手賀沼・手賀川の水辺のにぎわい創出のため、アクションプランに位置付けられた事業の進捗を把握し、広域連携により相乗効 間接 アクションプランに位置付けられた広域連携にかかる施策のうち、具 % 20 20
果が図れる事業の推進を支援していく。 体的な取組手法を検討したものの割合

令和 2年度 アクションプランに位置付けられた水辺のにぎわい創出のための環境整備や取り組みが進んでいる。 間接 アクションプランに位置付けられた広域連携にかかる施策のうち、具 ％ 80
体的な取組手法を検討したものの割合

令和 3年度 アクションプランに位置付けられた水辺のにぎわい創出のための環境整備や取り組みが進んでいる。 間接 アクションプランに位置付けられた広域連携にかかる施策のうち、具 ％ 100
体的な取組手法を検討したものの割合

広域連携での取組のため、各構成団体の協力が不可欠である。協議会において互いの事業の情報交換を行いつつ、連携すること
(7)事業実施上の課題と対応 により相乗効果が図れる事業について取り組みを進める。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 手賀沼・手賀川活用推進協議会の運営 0 ＊ 手賀沼・手賀沼活用推進協議会の運営 0 0 ＊ 手賀沼・手賀沼活用推進協議会の運営 0 手賀沼・手賀沼活用推進協議会の運営 0
・各構成団体が行う事業の情報共有 ・各構成団体が行う事業の情報共有 ・各構成団体が行う事業の情報共有 ・各構成団体が行う事業の情報共有
・広域連携事業の検討・調整 ・広域連携事業の検討・調整 ・広域連携事業の検討・調整 ・広域連携事業の検討・調整

　

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.3 0.31 0.31 0.3 0.3
正職員人件費 2,640 2,728 2,728 2,640 2,640

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,640 2,728 2,728 2,640 2,640
(11)単位費用

1,320千円／回 1,364千円／回 2,728
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

手賀沼・手賀川やその周辺の豊かな水と緑の空間とこの地域に所在する様々な資源を活用し、地域の魅力向上や交流人口 ●①事前確認での想定どおり
の拡大、地域産業の活性化を図る広域的なまちづくりをさらに推進していく必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

手賀沼・手賀川地域の活性化については、我孫子市単独の取り組みだけでなく、柏市、印西市、河川管理者の千葉県、国
土交通省と連携し、一体的に地域資源の活用を図る必要性に変わりはないため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 手賀沼・手賀川周辺の自治体や河川管理者の千葉県、国土交

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 通省と連携することで、実効性のある取組みが可能になるた
□その他 　促進された め。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 手賀沼・手賀川活用にかかる事業に民間事業者や市民団体等 手賀沼・手賀川地域の活性化に向けては官民連携の手法も検 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り が参画している 討し、構成自治体間で民間活用の事例について情報共有を行 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り っている。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 手賀沼・手賀川の水辺や自然を活かしたにぎわい創出の取り 手賀沼・手賀川の水辺を活用したにぎわいづくりのため、構 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 組みを進めている 成各市が施設整備やイベントを行っており、それらの実施に ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している あたっては河川管理者と協議、調整を行っている。

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
20 20 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

アクションプランで想定した５つの取り組みのうち、サイクリングロード整備や
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 40 200

オープンカフェに関する検討、情報共有を行った。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,728 △88 2,728 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△3.33

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 広域連携で取り組む事業について、関係機関との調整を

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 進めたため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.73

% 10万円 1.47 201.37

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
平成29年度に策定したアクションプランに基づき、構成団体間の情報共有を行うとともに、広域連携で取り組む必要のある事業について構成団
体で連携して実現に向けた検討を行う。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1840 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 手賀沼・手賀川活用推進協議会 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 柏市・印西市・我孫子市・千葉県・国土交通省 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.31 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,728 千円 (うち人件費 2,728 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 84002 重点なし ○有 ●無 (計画名) 我孫子市まち・ひと・しごと創

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

手賀沼の浄化、ごみ処理、消防、医療、防災、観光振興、公共



の場を 市民会館に代わる新たな文化交流拠点施設の整備に取り組み、文化芸術活動を支援する。
施策目的・

(2)目的 提供するため、既存施設の効率的利用を一層進めるとともに、さまざまな整備手法を検討しながら、文化を 事業目的
展開方向

中心としたさまざまな交流やにぎわいを生み出す文化交流拠点施設の整備に取り組みます。
新たな文化交流拠点施設の整備に向けて、平成31年春にとりまとめた「我孫子市文化交流拠点施設 建設構 ５月下旬～６月上旬　「建設構想（案）」の提示
想（案）」を市民や議会に示し、建設の是非を含めて広く意見を聴いていく。 ６月中旬～　さまざまな機会を通じて、「建設構想（案）」に対して、幅広く意見を聴く

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

市民に検討した内容を示す機会の回数 想定値 1当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 「建設構想（案）」がたたき台となり、文化交流拠点施設の整備に関する議論が深化している。 間接 「建設構想」策定の進捗率 ％ 10 15

令和 2年度 「建設構想（案）」がたたき台となり、文化交流拠点施設の整備に関する議論が深化している。 間接 「建設構想」策定の進捗率 ％ 30

令和 3年度 「建設構想（案）」がたたき台となり、文化交流拠点施設の整備に関する議論が深化している。 間接 「建設構想」策定の進捗率 ％ 40

文化交流拠点施設の整備について、導入を期待する機能や規模、建設支持や反対など、さまざまな意見がある。そのため、「建
(7)事業実施上の課題と対応 設構想（案）」をたたき台として、さらに幅広く意見を聴いていく必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 庁内検討委員会の開催 0 ＊ ・「建設構想（案）」の提示 0 0 ＊ 前年度の状況をふまえて検討 0 ＊ 前年度の状況をふまえて検討 0
・「建設構想（案）」をたたき台とし 0

＊ 市民等の意向の確認 0 た議論の深化

２号嘱託職員人件費 700 2号嘱託職員人件費 434 434 2号嘱託職員人件費 434 2号嘱託職員人件費 434
2,607千円×0.27 　2,596千円×0.167 　2,596千円×0.167 　2,596千円×0.167

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 700 合　　計 434 434 合　　計 434 合　　計 434
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 700 434 434 434 434

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.35 0.26 0.26 0.35 0.35
正職員人件費 3,080 2,288 2,288 3,080 3,080

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 700 434 434 434 434
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,780 2,722 2,722 3,514 3,514
(11)単位費用

3,780千円／回 2,722千円／回 2,722
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

文化施設の建設は、多くの市民の方々から望まれており、議会においても「市民会館早期再建に関する要請について」の ●①事前確認での想定どおり
陳情が採択されていることなどから、建設を前提に検討する必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

新たな文化施設交流拠点施設について、これまでの調査・研究や市民等の意見を踏まえ、「建設構想案」のとりまとめが
必要であるから。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 整備手法については民間資本等の活用等を含め検討していく

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 必要があるが、「建設構想」については市が策定する必要が
□その他 　促進された あるため、市以外に実施することはできない。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り とりまとめた「建設構想（案）」をもとに、建設の是非を含 意見募集を行ったところ、個人や団体から44件の意見が提出 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り めて広く市民の意見を聞いていく。 され、意見については「建設構想案」に盛り込まれた。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
10 15 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

令和元年5月の春のふれあい懇談会に公表できた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 15 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,722 1,058 2,722 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ 令和元年5月の春のふれあい懇談会に公表できた ●不要

。

27.99

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 令和元年5月の春のふれあい懇談会に公表できた。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.55

％ 10万円 0.55 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
令和元年5月の春のふれあい懇談会に公表できた。機能・規模をひとつの方向へ集約していくため、市民の意見を聴いていく

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1978 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 新たな文化交流拠点施設整備の検討 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ 令和 2年度 ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.26 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,162 千円 (うち人件費 2,728 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 2,722 千円 (うち人件費 2,288 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 53101 重点なし ○有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民の自主的な文化芸術活動を促進するため、共催・後援事業の拡充を図ります。また、活動や発表



各市との共通課題、広域的な課題に対し、市民サービスの向上との効率的・効果的な行政運営を図るため、
施策目的・

(2)目的 もに、公共施設等総合管理計画における広域連携の考え方を踏まえながら、柏市や流山市、取手市、利根町 事業目的 近隣自治体間での公共施設相互利用を推進する。
展開方向

と一部施設で行っている公共施設の相互利用を拡大します。
柏市、取手市、印西市、利根町との各協議会において、まちづくりに関する情報交換、調査・研究、国県の ●全協議会において、事務局会議、幹事会、総会を開催。
諸計画に関する調整等を行う。 　・取手市及び利根町は、意見交換会を年１回開催。
また、市民サービスの向上に向けて、近隣自治体間で公共施設の相互利用について引き続き推進する。 当該年度 ●公共施設相互利用
現在実施している公共施設の相互利用 執行計画 　・我孫子市、柏市、流山市による住民票の共同発行

(3)事業内容 内　　容 ①柏市、流山市との住民票などの共同発行事業 　・取手市グリーンスポーツセンター、藤代スポーツセンター、我孫子市民体育館等の体育施設相互利用（
②取手市との体育施設・図書館施設の相互利用 両市内在住・在勤・在学者）
③利根町との図書館施設の相互利用 相互利用している公共施設の数 想定値 10当該年度

単位 件
活動結果指標 実績値 10

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 利用できる公共施設の数を増やし、市民の利便性を高める。 直接 新たに利用できる公共施設の数 件 0 1

令和 2年度 利用できる公共施設の数が増え、市民の利便性が高まっている。 直接 新たに利用できる公共施設の数 件 1

令和 3年度 利用できる公共施設の数が増え、市民の利便性が高まっている。 直接 新たに利用できる公共施設の数 件 1

近隣自治体との連携を密にし、協議・調整を図りながら進めていく。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

公共施設相互利用の実施 公共施設相互利用の実施 0 公共施設相互利用の実施 0 公共施設相互利用の実施 0
各市との協議会、意見交換会等実施 各市町との協議会、意見交換会等実施 0 各市町との協議会、意見交換会等実施 0 各市町との協議会、意見交換等の実施 0

＊ 柏版図柄入りナンバープレート 201
導入事業負担金 ■柏版図柄入りナンバープレート事業 ■柏版図柄入りナンバープレート事業 ■柏版図柄入りナンバープレート事業

＊ 柏版図柄入りナンバープレート協議会 74 協議会負担金 74 協議会負担金 74 協議会負担金 74
負担金 庁内公用車用ﾅﾝﾊﾞｰﾌﾟﾚｰﾄ交付手数料 74 74

　7,400円×10台
実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 275 合　　計 148 74 合　　計 74 合　　計 74
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 275 148 74 74 74

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.48 0.33 0.33 0.48 0.48
正職員人件費 4,224 2,904 2,904 4,224 4,224

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,499 3,052 2,978 4,298 4,298
(11)単位費用

449.9千円／件 305.2千円／件 297.8
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

公共施設の老朽化に伴う更新費用は、大きな財政負担となる。厳しい財政状況の中で効率的・効果的な行政運営を進める ●①事前確認での想定どおり
ため、近隣自治体と連携し公共施設の相互利用を実施していく必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

人口減少・少子高齢化による厳しい財政状況の中、効率的・効果的な行政運営を進めるため、近隣自治体と連携して公共
施設の相互利用や図柄入り柏ナンバープレート事業を実施していく必要性に変わりはないため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 近隣市等とのまちづくり連絡協議会の実施主体は市であり、

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 市以外が主体となることはない。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
公共施設の相互利用に関する協議は、自治体間で行うべきものである。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 1 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新たに相互利用を開始した公共施設はないため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,052 1,447 2,978 97.58
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

32.16

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新たに相互利用を開始した公共施設はないため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.03

件 10万円 0 0

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
広域連携事業を現状どおり推進する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1981 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 近隣市等とのまちづくり連絡協議会 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 我孫子市・柏市・流山市・取手市・利根町 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.33 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,052 千円 (うち人件費 2,904 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 84001 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民サービスの向上を図るため、柏市、流山市と行っている住民票などの共同発行を引き続き推進するとと



学）・社会に奉仕できる教養人（川村学園女子大学）の
施策目的・

(2)目的 夫して、市民と連携した協働のまちづくりを進めます。 事業目的 目指す有能な社会人の育成を行う。
展開方向

中央学院大学の関係者で構成する検討組織において、次の事項について検討する。 ○中央学院大学　…適宜、相互連携会議の開催。
○中央学院大学 ○川村学園女子大学　…連携して行う事業について適宜協議を行い、実施に向け庁内調整等を行う。
①柔軟で継続性のある連携システムの構築、②地域や大学に貢献する施策、③具体的な連携事業 当該年度 ○聖徳大学・聖徳学園女子大学　…相互連携会議の開催。
○川村学園女子大学 執行計画 ○日本大学文理学部　…今後の連携に関して協議を行う。

(3)事業内容 内　　容 市と連携して行う講座や事業について大学と検討し、推進する。
○聖徳大学・聖徳大学女子短期学部
①地域における子育てや教育に関すること、②人材育成に関すること、③聖徳大学の専門性を活かした地域 相互連携事業の取り組み数 想定値 3当該年度
貢献活動に関すること、④その他、前条の目的を達成するために必要と認める事項 単位 件

活動結果指標 実績値 3

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市のまちづくりの推進と大学の目指す有能な社会人を育成する。 直接 相互連携事業の取り組み数 件 2 3

令和 2年度 市のまちづくりの推進と大学の目指す有能な社会人が育成されている。 直接 相互連携事業の取り組み数 件 3

令和 3年度 市のまちづくりの推進と大学の目指す有能な社会人が育成されている。 直接 相互連携事業の取り組み数 件 3

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

市と大学の連携についての研究 0 市と大学の連携会議の開催 0 市と大学の連携会議の開催 0 市と大学の連携会議の開催 0
連携事業の実施 0 連携事業の実施 0 連携事業の実施 0 連携事業の実施 0

２号嘱託職員人件費 700 ２号嘱託職員人件費 434 434 ２号嘱託職員人件費 434 ２号嘱託職員人件費 434
2,607千円×0.27 2,596千円×0.167 2,596千円×0.167 2,596千円×0.167

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 700 合　　計 434 434 合　　計 434 合　　計 434
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 700 434 434 434 434

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.24 0.21 0.21 0.24 0.24
正職員人件費 2,112 1,848 1,848 2,112 2,112

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 700 434 434 434 434
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,812 2,282 2,282 2,546 2,546
(11)単位費用

937.33千円／件 760.67千円／件 760.67
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地方自治体においては、地方分権の進展などにより、その責任と役割が拡大する一方、厳しい財政運営、少子高齢化の進 ●①事前確認での想定どおり
展などが課題となっており、これまで以上に多様な主体との連携、とりわけ貴重な人的・知的資源である大学との連携に ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ よる課題解決が必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

地方分権の進展などにより、地方自治体の責任と役割は拡大しており、一方、大学では地域との連携が重要視されている
。そうした中、両者で連携し、地域課題の解決等が必要な状況に変わりはないため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市と大学との連携のため、市が行う必要がある。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他 個別の事業を実施する際には、市民の参加はあるが、連携事

業の情報共有等を行う「相互連携会議」は、市・大学の職員
＜その他の内容＞ 又は教員が構成員となっている。
市と大学で連携して行う事業によっては、市民との連携もあり得るが、現状は双方の課題について、連携して取り組むこ
とができるか検討を行っている段階である。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
2 3 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

相互連携会議において、連携事業の調整をしたことで、事業化につながったため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 3 100

。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,282 530 2,282 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

18.85

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.13

件 10万円 0.13 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
大学連携は重要であることから、様々な分野で大学の知的財産を活用するとともに、学生の人材育成につながるよう、引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2022 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 大学との連携 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成24年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.21 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,282 千円 (うち人件費 1,848 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 81201 重点なし ○有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民との協働のあり方を明確にし、さまざまなまちづくりの場面でより効果的な連携が行われるしくみを工 市のまちづくりの施策の推進と、大学（中央学院大



成田空港を活用して千葉県経済を活性化するために官民が連携して設立された「成田空港活用協議会」を通
施策目的・

(2)目的 発やＪＲ常磐線の特別快速の我孫子駅停車、快速電車の削減ダイヤの復元、東京駅乗り入れ枠の拡大と東海 事業目的 して、成田線沿線の観光振興策の促進や重要な公共交通機関であるＪＲ成田線の増発などの利便性向上を図
展開方向

道線との相互直通運転などをＪＲ東日本に働きかけ、鉄道の輸送力の強化と利便性の向上を図ります。 る。
空港利用者の利便性向上やＬＣＣの利用促進、観光振興、交通アクセスの充実などの戦略を実現していくた 随時：協議会担当者会議、協議会イベントへの参画
め千葉県、成田市及び県内企業等が発起人となり平成２５年７月に成田空港活用協議会を設立した。我孫子 ５月：総会、セミナーへの参加
市もこの協議会に参画し、鉄道の充実について、成田線の重要性を協議会の中で検討していただき、沿線の 当該年度
活性化につなげていく。また、成田空港の発着回数の増加などに合わせた、成田線の増発などの輸送力の増 執行計画

(3)事業内容 内　　容 強については、引き続き千葉県や沿線自治体と連携しながらＪＲ東日本に働きかけていく。

会議等への参加回数 想定値 3当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 2

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 成田線沿線の活性化につながる事業の提案を行う。 直接 事業の提案数 案 1 1

令和 2年度 成田線沿線の活性化につながる事業が展開されている。 直接 活性化につながる事業の進捗率 ％ 100

令和 3年度 成田線沿線の活性化につながる事業が展開されている。 直接 活性化につながる事業の進捗率 ％ 100

成田空港活用協議会の活動は、圏央道や国内線・国外線の活用を促進する取組みが主となっている。協議会が行うＰＲイベント
(7)事業実施上の課題と対応 の際に成田線に関するＰＲも行うよう協議会事務局に働きかけているが、その効果測定は難しい。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

成田空港活用協議会負担金 50 成田空港活用協議会負担金 50 50 成田空港活用協議会負担金 50 成田空港活用協議会負担金 50

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 50 合　　計 50 50 合　　計 50 合　　計 50
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 50 50 50 50 50

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.11 0.02 0.02 0.03 0.03
正職員人件費 968 176 176 264 264

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,018 226 226 314 314
(11)単位費用

339.33千円／回 75.33千円／回 113
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

成田空港の年間発着容量３０万回化に向けた施設整備などによる発着回数の増加と２０２０年東京オリンピック・パラリ ●①事前確認での想定どおり
ンピック競技大会に向けたインバウンドの拡大に伴い、人口集積地域である千葉県北西部からの旅客需要も大きく増加す ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ることが見込まれており、この機を捉えて成田線の増発などの輸送力強化に取り組んでいく必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

インバウンドによる成田空港の利用増の動きを踏まえて、アクセス路線としての成田線（我孫子～成田間）をPRしていく
必要性がある。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 成田線活性化推進協議会に当市から提案することで、同協議

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 会のイベントにおいて、成田線のPRを実施できた。
□その他 　促進された

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(案) 目標値(b)(案) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(案) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1 1 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

成田線活性化推進協議会に当市から提案することで、同協議会のイベントにおい
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1 100

て、成田線のPRを実施できた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 226 792 226 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

実際の事務に係る仕事量を検証し、事務事業にかかる人工を見直す

77.8

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.44

案 10万円 0.44 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
空港のアクセス路線である成田線（我孫子～成田間）のPRを進めるため、成田線活性化推進協議会と連携しながら、本事業を現状どおり推進し
ていく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2052 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 成田空港活用協議会への参画 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 県内１４６団体で組織する成田空港活用協議会 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成25年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.02 人）
(1)事業概要

(当　初) 226 千円 (うち人件費 176 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63401 重点４ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民が快適に通勤・通学や日常生活に必要な移動ができるよう、重要な公共交通機関であるＪＲ成田線の増



門間との調整を図り、施 一人ひとりが夢や希望を持ち、潤いのある豊かな生活を安心して営むことができる地域社会の形成や、地域
施策目的・

(2)目的 策の重点化や総合性・統一性を確保するとともに、財政計画と整合した、より効果的で効率的な実施計画を 事業目的 社会を担う個性豊かで多様な人材の確保、地域における魅力ある多様な就業の機会の創出を図るため。
展開方向

策定します。また、総合的な調整機能により部門横断的な行政課題に的確に対応します。
平成２７年度に策定した本市の人口の現状と将来の展望を提示する「我孫子市人口ビジョン」と今後５か年 ５～７月　　　主な取り組み（事務事業）の事後評価（庁内）
の目標や施策の基本的方向、具体的な施策をまとめた「我孫子市まち・ひと・しごと創生総合戦略」につい ７～１０月　　施策にかかる重要業績評価指標（ＫＰＩ）の評価・検証（有識者会議）
て、施策ごとの重要業績評価指標（ＫＰＩ）の検証を行い、適宜総合戦略の見直しを行っていく。 当該年度 １１～１２月　検証結果に基づいた総合戦略の見直し（庁内）　　

執行計画
(3)事業内容 内　　容

我孫子市まち・ひと・しごと創生有識者会議開催回数 想定値 4当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 4

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 総合戦略に位置付けた事業のＫＰＩを検証する 直接 総合戦略に位置付けた事業の検証率 ％ 0 100

令和 2年度 総合戦略に位置付けた事業のＫＰＩを検証する 直接 総合戦略に位置付けた事業の検証率 % 100

令和 3年度 － 0

進行管理１年目は、ＫＰＩの評価・検証を行う数やレベルなどが確立されておらず、煩雑になってしまった。そのため、２年目
(7)事業実施上の課題と対応 以降は会議の回数を増やし、詳細な評価・検証を実施している。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

我孫子市まち・ひと・しごと創生総合 0 我孫子市まち・ひと・しごと創生総合 0 0 我孫子市まち・ひと・しごと創生総合 0
戦略に位置付けた事業の実施 戦略に位置付けた事業の実施 戦略に位置付けた事業の実施
我孫子市まち・ひと・しごと創生総合 0 我孫子市まち・ひと・しごと創生総合 0 0 我孫子市まち・ひと・しごと創生総合 0
戦略の見直し 戦略の見直し及び改訂準備 戦略の見直し及び改訂準備

我孫子市まち・ひと・しごと創生有識 我孫子市まち・ひと・しごと創生有識 我孫子市まち・ひと・しごと創生有識
者会議委員報償費 者会議委員報償費 者会議委員報償費

実施内容 　3,500円×10人×4回 140 　3,500円×10人×4回 140 91 　3,500円×10人×4回 140
我孫子市まち・ひと・しごと創生有識

(8)施行事項
費　　用 者会議筆耕翻訳料 190 186

　

予算(決算)額 合　　計 140 合　　計 330 277 合　　計 140 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 140 330 277 140 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.5 0.79 0.79 0.55 0
正職員人件費 4,400 6,952 6,952 4,840 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,540 7,282 7,229 4,980 0
(11)単位費用

1,135千円／回 1,820.5千円／回 1,807.25
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

平成２６年１１月に地方創生の理念等を定めた「まち・ひと・しごと創生法」が成立し、国は、５０年後に１億人程度の ●①事前確認での想定どおり
人口維持を目指す「長期ビジョン」と、人口減少を克服し将来にわたって活力ある日本社会を実現するための５か年の計 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 画を示す「総合戦略」をとりまとめることとなった。これを受けて、雇用の創出や交流人口の増加、若い世代の結婚・出 ○要
   背景は？(事業の必要性) 産・子育て支援の充実などを図るため、平成２７年度に策定した我孫子市版の人口ビジョンと総合戦略について、必要に ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

応じて国の支援を受けながら、戦略に位置付けられた施策を展開し、適宜見直していく必要がある。 総合戦略においてＫＰＩを設定している事業の中間評価を、有識者会議で専門分野に分かれて実施することで、事業のあ
り方や中間指標の見直しを行い、適切に進行管理することが出来た。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 地方版総合戦略の進行管理は自治体が行うこととなっている

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 外部有識者会議の実施 継続して有識者会議を実施してきたことで、事業の進捗状況 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り や課題について細部にわたり議論することができた。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

継続して有識者会議を実施してきたことで、事業の進捗状況や課題について細部
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

にわたり議論することができた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,282 △2,742 7,229 99.27
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△60.4

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.37

％ 10万円 1.38 100.73

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
総合戦略においてＫＰＩを設定している事業についての評価を客観的に行う上で、有識者会議は必要不可欠であるため、現状どおり推進する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2136 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 我孫子市まち・ひと・しごと創生総合戦略の進行管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成28年度 ～ 令和 2年度 ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.79 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,092 千円 (うち人件費 6,952 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 7,282 千円 (うち人件費 6,952 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83101 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

基本構想や基本計画に基づく総合的・計画的な行政運営を行うため、各種計画や部



体など 2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会開催に向けて、事前キャンプ誘致をはじめとした外国人
施策目的・

(2)目的 が実施する講座、展覧会などにより、外国の文化や習慣など、国際理解を深めるための情報を提供します。 事業目的 の受入れ環境の整備を行い、大会期間中に来市する国内外からの大会関係者や選手、観客をサポートできる
展開方向

よう、都市ボランティア意識の向上を図りながら、市民の障害者に対する理解や国際理解を図る。
・我孫子市を含む千葉県内の被災地を聖火リレーのルートとするよう要望活動の実施 ・事前キャンプ誘致への取り組み（通年）
・オリンピック・パラリンピックにむけた関連情報の収集・発信と市民の参加意識の醸成 ・2020東京オリンピック・パラリンピックに向けた庁内関係課や関連団体との調整（通年）
・オリンピック・パラリンピックに向けた取組について、庁内関係課や関連団体との調整を図る 当該年度 ・聖火リレーへの対応（ルートは2019年夏に組織委員会が発表する。ルートに選定された場合は、県等と連

執行計画 携して準備を進める）
(3)事業内容 内　　容

東京2020大会に関する庁内調整会議 想定値 1当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 2020東京オリンピック・パラリンピックに向けた機運が醸成されている。 間接 受け入れ態勢整備の進捗状況 ％ 40 40

令和 2年度 2020東京オリンピック・パラリンピックに向けた機運が醸成されている。 間接 受け入れ態勢整備の進捗状況 % 100

令和 3年度 間接 % 0

それぞれの取組については、市教育委員会（文化・スポーツ課）と情報共有しながら、千葉県や千葉県スポーツコンシェルジュ
(7)事業実施上の課題と対応 との連携をより密にしていく必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

■第16回世界女子ソフトボール 0 ■2020東京オリ・パラ 0 0 ■2020東京オリ・パラ 0
　・関係団体や庁内関係課との調整 ＊ 　・関係団体や庁内関係課との調整 ＊ 　・関係団体や庁内関係課との調整
　・事前キャンプの受け入れ ＊ 　・聖火リレールート正式発表の内容に ＊ 　・事前キャンプの受け入れ
■2020東京オリ・パラ 0 　　基づく対応 ＊ 　・聖火リレーの実施
　・関係団体や庁内関係課との調整
　・聖火リレー招致に向けた要望 2号嘱託職員人件費 2号嘱託職員人件費
2号嘱託職員（2,607千円×0.27） 700 　2,596千円×0.166 432 432 　2,596千円×0.166 432

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 700 合　　計 432 432 合　　計 432 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 700 432 432 432 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.17 0.19 0.19 0.3 0
正職員人件費 1,496 1,672 1,672 2,640 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 700 432 432 432 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,196 2,104 2,104 3,072 0
(11)単位費用

2,196千円／回 2,104千円／回 2,104
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

2020（平成32）年には東京オリンピック・パラリンピックが開催される。オリンピック聖火リレーを通じて、布佐地区の ●①事前確認での想定どおり
復興をアピールし、地域に元気をもたらすため、聖火リレーの招致に向けた取り組みが必要であるため。また、オリンピ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ック・パラリンピックに向けて努力を続けているスポーツ選手と小中学生との交流機会を設けるため、事前キャンプ受け ○要
   背景は？(事業の必要性) 入れ等の取り組みが必要であるため。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

オリンピック聖火リレーの招致に向けた取り組みを続けた結果、道の駅しょうなんから手賀沼公園までのルートで聖火リ
レーの通過が決定したことから、この事業はオリンピックに向けて市全体が盛り上げていく必要がある。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 聖火リレーのランナー選定や市の施設の確保などが必要であ

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ることから、市以外で実施主体はない。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 事前キャンプの実施や、聖火リレーが我孫子を通ることが決 聖火リレーのルートに決定したことから、多くの市民の方々 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り まった場合、市民から募集したスポーツボランティア等の参 が応援に参加されることが考えられる。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 画を検討している。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
40 40 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

要望を続けてきた結果、聖火リレーが決定されたことから、要望する必要がなく
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 20 50

なったため、目標は未達成となった。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,104 92 2,104 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

4.19

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 要望を続けてきた結果、聖火リレーが決定されたことか

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 ら、要望する必要がなくなったため

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.9

％ 10万円 0.95 50

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ●廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
この事業は令和元年10月1日付けで秘書広報課へ所管替えをしたため、今後は秘書広報課の事業として取り組んでいく。 この事業は令和元年10月1日付けで秘書広報課へ所管替えをしたため、今後は秘書広報課の事業として取り組んでいく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2169 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 東京2020オリンピック・パラリンピックに向けた取組 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ 令和 2年度 ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.19 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,104 千円 (うち人件費 1,672 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 43101 重点なし ○有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民や子どもたちの国際性を育むため、国際性豊かなイベントや地域での体験イベント、国際交流団



用構想に基づき、同地区の地域活性化施策を推進するため、庁内各課や民間事業者との調
施策目的・

(2)目的 策の重点化や総合性・統一性を確保するとともに、財政計画と整合した、より効果的で効率的な実施計画を 事業目的 整を行い、連携を図る。
展開方向

策定します。また、総合的な調整機能により部門横断的な行政課題に的確に対応します。
平成２９年度に策定した高野山新田地区土地利用構想に基づき、同地区の地域活性化事業を推進する。具体 年３回程度　関係課会議を開催し、事業の進捗状況について関係各課で状況共有を図る。
的には、関係課会議を開催して、関係各課の事業に関する情報共有と調整を行いつつ、全体の進行管理を行
う。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

関係課会議の開催回数 想定値 3当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 高野山新田地区利用構想に掲げた事業を進めることで、同地区の活性化を図る。 直接 高野山新田地区で実施されている事業数 事業 15 20

令和 2年度 高野山新田地区利用構想に掲げた事業を進めることで、同地区の活性化を図る。 直接 高野山新田地区で実施されている事業数 事業 20

令和 3年度 高野山新田地区利用構想に掲げた事業を進めることで、同地区の活性化を図る。 直接 高野山新田地区で実施されている事業数 事業 20

手賀沼・手賀川活用推進協議会が策定する手賀沼・手賀川やその周辺の資源を活かした広域での取組みにかかる構想との整合性
(7)事業実施上の課題と対応 を図りながら進めていく必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

関係課会議の開催 0 関係課会議の開催 0 0 関係課会議の開催 0 関係課会議の開催 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.17 0.22 0.22 0.27 0.27
正職員人件費 1,496 1,936 1,936 2,376 2,376

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,496 1,936 1,936 2,376 2,376
(11)単位費用

498.67千円／回 645.33千円／回 1,936
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

高野山新田地区の地域活性化策を推進するためには、市民をはじめ民間事業者や庁内関係課等の連携が不可欠であるため ●①事前確認での想定どおり
、総合的な連絡・調整を図る必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

高野山新田地区は水辺や緑地、農地などの様々な資源があり、市民や民間事業者との調整も必要であることから、地域の
活性化を図る上では、庁内関係課や関係機関等との連絡、調整を十分に図ることが重要である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 平成２９年年度に策定した土地利用構想に基づき、高野山新

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 田地区の水辺や緑地、農地を一体的に活用し、地域振興を図
□その他 　促進された るために市民や民間事業者、庁内関係課との連絡、調整を図

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した った。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 特になし
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 地域活性化に係る取り組みに、民間事業者や市民活動団体な 水の館では農産物直売所を民間事業者が運営しているほか、 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り どが参画している 市民農園跡地や水生植物園「憩いのエリア」では、民地であ ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り る農地の利用についても関係課で調整を図っている。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 手賀沼の水辺や自然を活かした活性化策を進めていく 手賀沼に面した地域特性を活かした、沼を臨む遊歩道や手賀 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 沼親水広場じゃぶじゃぶ池の整備が完了し、より一層のにぎ ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している わい創出を図るなどの事業を関係各課で実施している。

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(事業) 目標値(b)(事業) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(事業) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
15 20 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

既存の事業を着実に推進しているが、新たな取り組みには至らなかった。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 15 75
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,936 △440 1,936 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

活性化施策を推進するため、職員体制を強化するため人件費が増額となる

△29.41

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 事業の進捗がないことから、関係各課との会議の実施回

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 数が目標より少なくなった。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.03

事業 10万円 0.77 74.76

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
平成２９年年度に策定した土地利用構想に基づき、高野山新田地区の水辺や緑地、農地を一体的に活用し、地域振興を図るために市民や民間事
業者、庁内関係課との連絡、調整を図っていく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2220 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 高野山新田地区活性化事業の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 ■我孫子 ■天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ 令和 8年度 ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.22 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,936 千円 (うち人件費 1,936 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83101 重点なし ●有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

基本構想や基本計画に基づく総合的・計画的な行政運営を行うため、各種計画や部門間との調整を図り、施 高野山新田地区利


